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○司会　それではよろしくお願いいたします。
○田中　今ご紹介いただきました田中輝美と申
します。あらためまして皆様、こんにちは。
　今日は足元の悪い中、大変だったと思います
が、こうやって足を運んでいただいて、こうい
う機会をいただけたこと、本当にうれしくあり
がたく思っております。
　今日はテーマとして、「人口減少時代の地域
再生」ということをお話させていただきます。
その中でも関係人口、私が専門としている研究
の中の、関係人口、この後もお話するのですが、
社会学的には「よそ者」ということになります
ので、「よそ者」に着目して「人口減少時代の
地域再生」をテーマに話をさせていただきます。
　先ほど、ご紹介いただいたのですけれども、
私は元々島根県の浜田市、ここから120kmぐら
い離れた西のほうにありますけれども、そこで
生まれ育ちました。大学は当時、仏像が好きな
変わった高校生で、絶対関西に行こうというこ
とで、関西では寺まみれ仏像まみれの幸せな４
年間を過ごしたのですが、就職の時に仏像より
も人間のほうが面白いかなと気付きまして、人
間相手の仕事をしようということでＵターン就
職をして、この島根県の地方紙である山陰中央
新報社に勤務をしまして、その後独立をしてフ
リーランスで「ローカルジャーナリスト」とい
う仕事をしました。
　「ローカルジャーナリスト」という職業を初
めて聞いた方もおられるかもしれないのです
が、それもそのはずで私自身が作った名称で
す。山陰中央新報を辞めて独立する時にたくさ
んの人から「東京へ行くんだ、頑張ってね」っ
て言われて、「いやいや私は東京に行くんじゃ
なくて、ここの島根に居ながら島根のことや地

方のことを書いていくんだ」と言ってもなかな
か通じなくて、調べたらやっぱりほとんどのフ
リーランスの方は東京にいたので、「ジャーナ
リストって東京の仕事みたいなイメージなんだ
な」と思いまして。そうではなくて地方で暮ら
す、生きるジャーナリストもあっていいのでは
ないかなということで、自分で名称をつくりま
した。しかし、やはり学術をきちんと勉強しな
いと今の複雑化された社会をとても表現できな
い、執筆していけないなと思って、もう一度大
阪大学人間科学研究科で大学院修士に入りまし
て、吉川徹先生という松江南高出身の先生のと
ころで学ばせてもらったのですが、そのまま博
士に進んで、関係人口ということをテーマに博
士論文を書きまして、それが「関係人口の社会
学」という本にもなっています。
　今、島根県の浜田市にある県立大学の地域政
策学部に勤務して本当に故郷に帰ったので、い
つかは石見、浜田市に帰りたいと思っていまし
たので、本当にうれしく思っているところです。
　こういう経歴をお話したのも、今日来てい
らっしゃる皆様と違って、本当にずっと学術研
究してきたというわけではなくて、そういう意
味では現場よりの立ち位置ですので、いろいろ
甘い点もあるんじゃないかなと思っています
が、せっかくの機会なので一生懸命お話したい
と思いますので、よろしくお願いいたします。
　今日は簡単にご挨拶代わりに簡単なクイズを
してから、「関係人口とは何か」というお話、
そして「よそ者と地域再生」についてのお話を
してから事例、分析でまとめ、最後に人口減少
時代の地域再生ということでお話をしていきた
いと思います。
　今日は学術研究の方にクイズはどうなのかな

基調講演 �

〈講演録〉

日本社会福祉学会中国四国地域ブロック　第54回島根大会
基調講演「人口減少時代の地域再生」

島根県立大学　田　中　輝　美　
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関係人口とは

　最初は関係人口とは、という定義のお話をま
ずさせていただきます。
　関係人口は、2016年頃から出てきた言葉では
あるのですが、あっという間に、当時の安倍首
相が「関係人口の創出拡大によって地域が良く
なる」ということを、政府の立場で言われたり、
「関係人口で地域を存続、活性化」というよう
に言われたり、期待が高まってきたというとこ
ろがありました。
　ただ、そういうことに対する批判もありまし
て、大きなものの１つは、定住人口という今ま
で移住・定住と言われるような、移住してくだ
さい、定住してくださいということを自治体が
一生懸命やってきたわけですけれども、そこが
うまくいかない。うまくいかなくなったからそ
れを隠すために関係人口と言ってるんじゃない
かという批判がありました。
　初めて今使われるような文脈で関係人口とい
う言葉が出てきたのは2016年に最初のこの２つ
の著書になります。
　東北食べる通信の元編集長の高橋博之さんと
いう方と雑誌ソトコトの編集長の指出一正さんの
本でそれぞれ関係人口という言葉が出てきます。
　私はよく提唱者みたいに言われることもある
のですけど、そこは明確に「違います」って話
をしていて、このお２人の著書の中で関係人口
という言葉があったので、本当に面白い考え方
だなと思って、その後中心的に研究してきた部
分もあるのですが、最初におっしゃったのはこ
のお２人です。2016年以前はこういう形で使わ
れた関係人口という言葉はなかったので、やは
り2016年頃に生まれた新しい言葉ということが
できます。
　その後は、私や総務省そして農業経済分野に
なりますけれども、小田切徳美先生を中心に研
究してきたという流れがあります。
　ただ、なかなか定義が曖昧で、新しい言葉な
ので混乱もしてきたというのもありまして、例
えば、「代表的なのは緩い関係というのを持っ
ている人たちのことだよ」とか、「なかなか地
域に関わる外部者が共通要素だけれども、定義

と思ったのですけれど、これは私が関係人口の
講演をする時に大体一般の方に対してやってい
るクイズですので、それを体感していただく感
じで思っていただけるといいかなと思います。
大体関係人口の講演をしてくださいと頼まれた
時に、一般の方に対してやっているクイズです。
　突然ですが、「メンバーの減少に直面するチー
ムにいるとしたらあなたはどう対応します
か？」というクイズをします。
　今日は当てたりはしませんが、ご自身の心の
中でどうしようかなって思って見てもらえると
いいかなと思います。普段、当てて「どうです
か」「どうですか」と言って場を和ませるとい
うか、あと寝ないようにそういうのもやって場
をほぐしてやっています。
　ほとんどの方は「メンバーの獲得に動く」と
いうことしか言われません。まあそうですよね、
分かりますと。ただ、「人口減少時代とか全体
にパイが増えない」ということを話して、そう
いう前提があったらどうしますか？というと
「うー」となるんですけど、その時に業務量を
減らすとか、ＩＴで今はやっているＤＸという
ChatGPTで効率化するのもありますよね、みた
いなことをお話ししつつ、ただこれから今日お
話しする「関係人口」という考え方は、そうい
う時に外の仲間と協働する、地域に当てはめた
時によそ者、関係人口ですね。関係人口という
と分かりにくいと思うのですけれど、これから
地域づくりをやっていきたいと思っている皆さ
んに当てはめた時に、外の仲間、よそ者と協働
する。そういうことだと思ってくれると少しは
分かりやすいんじゃないかなと思います。
　多分、今日の皆様もそういう学術的な背景を
お持ちなので、こういう言い方は最初にしなく
てもいいとは思うのですが、本当に分かりにく
いって言われるんです。関係人口とか、よそ者
とかは本当に分かりにくいと言われるので、少
しは分かっていただきやすいようにと単純化し
てこんなふうに話しています。
　そういうことでここから研究発表のように
やっていきたいと思います。
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ア含めて近くにいなくても、距離を隔てていて
もつながりがつくれる。
　この２つが関係人口の背景として指摘をされ
ています。

関係人口の定義

　続いての真ん中の定義になります。
　定義は曖昧だと言われているとおり、いろん
な方がいろんな地域に関わるみたいなことでま
とめられることが多かった中で、小田切先生が
地方部に関心を持ち、関与する都市部に住む人々
という定義を一番厳密な形でしておられます。
　これは実際、総務省も引き継いで、「関心」
と「関与」の２軸が必要だというふうなことが
言われています。
　ただ、小田切先生の「地方に関心をもち関与
する都市部に住む人々」という定義はもちろん
厳密で、すごく良い意味があるとは思うんです
けれども、こういうふうに定義をしてしまうと
どうしても都市に住んでいないと関係人口では
ないということになってしまって、逆に都市部
に関わる人たちも想定されるので、こうして地
方と都市論だけの枠組みで考えてしまうことは
やはりもったいないと思うところもありました
し、都市と地方論だけではなくて、もう少し社
会学全般の中で定義を考えていきたいと考えま
して、関心と関与というのが大事だと思い、時
間、定住長期でも交流短期でもない存在だとい
うことで、中期だと別なイメージになるのかな
ということで継続的という言葉を採用しまし
て、「特定の地域に継続的に関心をもち関与す
るよそ者」であるという定義を私は考えました。

関係人口の類型

　続いては類型です。こちらもいろいろ関係事
項、行動に着目したり、タイプで分類したりい
ろいろあったのですけれど、特に社会学的な観
点から「空間」と「移動」から４つの類型を私
のほうで整理をしました。
　１つは、１番の「来訪型」です。１つの集団
から我々の集団にやってきて帰っていく。これ
は一番想像しやすいパターンではないかなと思

はやっぱり曖昧だよね」というようなことが言
われてきましたので、私のほうで社会学的な視
点から、背景と定義と類型の３つを検討してい
ます。

関係人口の社会学

　ここから主に関係人口の社会学に基づいてお
話をさせていただきます。
　最初の背景です。一番左側になります。主に
先ほど紹介した５者が主に関係人口を論じてき
ましたので、５者の論を整理していますけれど
も、基本的には「ふるさと難民」と言われたり、
「関わり価値」と言われたりしていますが、若
い世代中心につながりとか関係性、人とのつな
がり、人との関係ということに 価値を置く人
が増えたということが一般的な背景として指摘
をされています。
　もう１つが情報通信技術ですね。インター
ネット、ソーシャルメディアを含めた情報技術
が発達したこと、大きくこの２つが要因、背景
として言われています。これを社会学的に文脈
に置き換えるとどういうことになるかというこ
となのですが、つながりということ、社会関係
資本を求めているということになります。
　どうして社会関係資本と言いますと、社会学
では個人のアイデンティ以外で捉えにくいもの
になっている。個人のアイデンティは、元々自
分自身に与えられているものではなく、他者と
の関係性の中で自分でつくっていかないといけ
ないということが指摘されています。そういう
中で自分の大事なものであるアイデンティをつ
くる、確立していくために他者との関わりやつ
ながりを求められていて、つながりということ
を社会学的に言うと社会関係資本ということが
できるということで、社会関係資本を求めてい
るということがアイデンティにつながるという
ことが背景の１つです。
　もう１つが、先ほどの情報通信技術は社会学
的にはモビリティ、いわゆるアーリーが提唱し
ている概念ですけれども、これまでの社会関係
は基本的に近くにいることが大事なわけですけ
れども、今はインターネット、ソーシャルメディ
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究したものは今までなかったということで、唯
一に近い敷田先生の研究の中で、よそ者と地域
再生ということが主題化されています。
　それが一番重要な先行研究ですので、少し詳
しくお話しますと、よそ者というのは「同じ地
域や空間内部にいる関係者ではない異質な他
者」という定義と、「地域住民とよそ者の関係
による関係概念」ということで、よそ者はそこ
にいるから固定的よそ者であるということでは
なくて、地域住民との関係によって変わってく
る。そういう意味で「よそ者性」というのもグ
ラディーションがあって、低いよそ者性の高
い、低い高いというのは関係によって既定され
る概念であるということが言われています。
　その上で、地域再生で考えた時には５つのよ
そ者効果と３つの相互作用形式が考えられると
敷田先生はおっしゃっています。
　５つのよそ者効果というのが、１つは「地域
の再発見」で、地域を新しくもう１回発見する。
次が「誇りの涵養」で、この地域はいい地域だ
なということを感じさせてくれる。３つ目が「知
識移転」で、新しい知識を移転する。４つ目が
「地域の変容促進」。５つ目が「しがらみのな
い立場からの問題解決」で、地域住民に対して
こういう効果をよそ者はもたらすよということ
を発言しておられます。
　大事なのは、どういう効果かを分析するとい
うよりは、これがどうやって発現しているのか
ということがポイントだと言っておられて、そ
こが相互作用形式で、どういう住民とよそ者の
関わりによってその効果が発現するのか、その
パターンとしては３つあると言われています。
　１つが「地域の自給自足主義」ということで
す。これはよそ者と関わらないという方です
ね。これでは効果はあまり生まれないですね。
２つ目は「よそ者依存」です。よそ者のほうが
強くて、何でも言ったとおりになる。専門家の
タイプであると言われています。敷田先生は３
つ目の「よそ者活用」。よそ者を地域が活用し
ていくという相互性の形式によってこの効果が
生まれるのではないかという説を立てておられ
ます。

います。
　続いて「風の人」です。私がこれまでの著書
の中で定義していますが、厳密には「他集団か
ら訪れて一時的に居住し、別の多集団へ移動す
る」ということです。来訪型はほとんど集団に
帰るのに対して、最初来た集団がまた別にあっ
て、住んで、また別の集団に行くというような
形ですね。現代では増えているなと思っていま
すけれども、そういう形を１つ分類しています。
　３つ目が「２拠点」です。それぞれが１つの
集団と別の集団と２つに拠点を持って行き来を
する人たちです。
　４番が、「非身体的移動」です。これはアーリー
が５つ移動の形を分類してるんですけれども、
例えばモノの移動とかマスメディア上のイメー
ジを通して行われる移動とか、そういう５つの
分類のうちの身体的移動以外を除いた総称とい
うことでこのように分類をしています。

関係人口と地域再生

　続いてこうした定義した関係人口とかよそ者
や地域再生ということがどういうふうに語られ
てきたかということを整理していきたいと思い
ます。
　よそ者自体は社会学の中で本当に古くから重
要なテーマになっていまして、もちろん海外で
も、国内でも、文化人類学、民俗学、経済学と
か様々な学問分野で話をされてきたのですが、
ただ地域再生とよそ者という主題で扱った研究
はあまりなかったと言われています。
　そういう中で一番、敷田先生が数少ない地域
再生におけるよそ者の役割ということ明確に主
題化して分析をしておられます。
　そういう中でもよそ者とは何か、ということ
なのですが、いろんな特性としてある１つは、
これは民俗学の赤坂先生の論ですけれども、漂
泊と定住の中間を生きる存在と言われたり、あ
とは近さと遠さのダイナミクスと言って、近く
もあり遠くもあるといういう両義性を示す難し
い存在であるということも指摘はされていま
す。繰り返しになりますが、こういうよそ者と
地域再生がどういう関係なのかということを研
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本当に珍しいので、これがどうして起こったの
かということがよく言われます。
　どういう人が関わっていたか。先ほど関係人
口と地域住民の協働でということをお話したん
ですが、ここから登場人物が増えますので、整
理しながら覚えてほしい人だけ強調してお話を
します。
　この海士町の登場人物は一番上の岩本悠さ
ん。この方がやってきた関係人口、「風の人型」
の人です。海士町にやってきて今は松江市にお
られますけれども、東京から来て海士町に住ん
で、松江市にいるということで風の人型の関係
人口、この方はこれからも登場する重要人物で
すので、覚えておいてください。2006年に移住
して、2015年まで９年間過ごして、この方が主
力で「高校魅力化プロジェクト」を担当しまし
た。島根の方は大体知っておられると思います。
　もう１人の重要な登場人物は浜板健一さん。
教員の立場で地域住民である教員の立場とし
て、「高校魅力化プロジェクト」に加わりまし
た。基本的には岩本さんと浜板先生の話をして
いきます。
　もう１人のキーパーソンとして３人目、尾野
寛明さん、この方は「来訪型」で、当時東京の
大学院生だったんですが、岩本さんを連れてく
るきっかけをつくって、海士町に通いながら、
住んではいないですけれども東京から海士町に
通って重要な役割を果たした関係人口の来訪型
ということになります。
　この３人を中心に話をしていきます。とは
いってもこれは関係図になるのですが、岩本さ
んが海士町役場と島前高校とをつなぎながら、
中心的にやったことです。尾野さんが連れてき
た岩本さんを紹介して、海士町の関係人口にな
ります。浜板先生は高校にいて、一緒にプロジェ
クトをやって、もう一人海士町役場の吉本さん
が入って、この３人でプロジェクトが進んでい
たのですけれども、これからは岩本さんと浜板
さんを中心に話をしていきます。
　大きな流れで言うと、最初に吉本さんという
役場の方が島前高校の存続問題に直面して、尾
野さんの紹介で岩本さんがやってきて、浜板先

　これを基に私も実際の事例でこれらがどのよ
うに発現するのか、どのような効果があって、
どのような形で発現するのかということをポイ
ントに置きながら、実際の事例で検討していき
ました。それが３つ目の事例ですね。
　基本的には島根県の海士町と島根県の江津市
という隠岐郡と県西部にある２つの町の地域再
生について先ほどの分析を当てはめて考えてい
きます。
　まず海士町からです。海士町は隠岐郡の中の
島後と島前に分かれています。その中で島前地
域の小さい島の１つである中ノ島という島があ
ります。日本海の島根半島960kmという島で、
本当に離島になっています。2015年の段階で人
口は2,353人で、1950年から比べると３割の水
準まで減少した典型的な過疎の島です。
　そういう中できっかけの１つとして、2002年
の町長選で負けると言われていた新人が当選し
たということが１つのきっかけになっています。
　その後１つのクラスしかなくて廃校寸前だっ
た県立の高校を魅力化する、「高校魅力化プロ
ジェクト」というものが始まりまして、それに
関係人口と地域住民が取り組んで１つ成果を上
げたということで今回紹介する地域再生事例に
なっています。この後、Ｕターンをする卒業生
も生まれているという事例です。
　最初に「高校魅力化プロジェクト」というの
は廃校寸前の高校の状況なのですけれども、一
番少なかった時、2008年には、どんどん生徒が
減ってきて、この時入学者は28人で全校でも
100人を切りました。教育委員会の指針では20
人を下回ると廃校にしますという基準が決めら
れていたので、議会の中ではいよいよ統廃合し
かないのかという諦めの声もあったと聞いてい
ます。その後2008年を底にどんどん増えていっ
て、今は100人を超えて180人ぐらいになってい
る。現代の人口減少社会において、こんなふう
にⅤ字回復をしている高校とか、高校でなくて
も事例というのはそんなに多くはないですの
で、とても注目をされている。なぜこういうこ
とが実現したのか、生徒数が回復して、１クラ
スだったのが今全学年２クラスになりました。
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いやできるよ」ということで提案して、それを
外から生徒を呼ぶ制度、「島留学」と言います
けれども、誰もできるとは思わなかったことを
「できる」と考えて提案したということは大き
な岩本さんの１つやったことになります。
　最後になりますが、海士町とつながるきっか
けが、先ほどの関係図にあります尾野さんがつ
ないでくれて、移住をしたということになります。
　続いて浜板先生ですね。地元住民であり教員
の方ですけれども、浜板先生は、やっぱり最初
は警戒していて、「高校魅力化プロジェクト」っ
て何なんだと言われていました。本当によく分
からない。教育から見たらあんまり共感できな
い。何を言ってるんだという感じで、プロジェ
クトにもかなり否定的だったと本人が言ってお
られました。
　ただそういう中で、この人は何なのかなと遠
巻きに見ていたのですが、先ほどの岩本さんは
自分で努力をしてお酒の場に来たり、たばこを
吸ったり雑談にも粘り強く付き合ったりと一生
懸命信頼関係をつくっていく姿を見るうちに、
「この人信用できるな」というふうに変わって
いって、「教頭先生に話すのは大事だから」と
かあまり明文化されてない文化とかを伝えたり
して話を進めやすくする環境をサポートしまし
た。そのうち、主体的に自分をプロジェクトの
一員であるというように動くようになっていき
ました。
　どういうふうに言っているかというと、岩本
さんに対して「岩本さんはプロだなと。身を削っ
てでも目的のためには徹底的に努力する。俺に
はできない」ということで、岩本さんに対して
すごく信頼を寄せて一緒に頑張っていこうとも
思っていました。
　その結果、先ほど役場の吉本さん、関係人口
の岩本さん、浜板先生の３人のチームができ
て、「島留学」という外から生徒を呼んでくる
仕組みを勧めて、町が出資をして学習セン
ター、大学に行く進学の支援というセンターも
つくりました。どんどん３人で構想し、実行に
移していって成果を出していく。その結果とし
て、生徒数が増えるということになったという

生も高校にやって来て３人のチームができて、
２クラスになっていった。大きくはこういう流
れになります。
　でもその岩本さんがどのような方だったかと
いうことです。最初、東京出身で東京の企業に
勤めていました。岩本さんは、関係人口として
紹介されて海士町に来たのですが、吉本さんと
いう役場の方から、廃校寸前の高校の存続を相
談されて移住を決めました。移住を決めたとい
うと「何で」と思われると思うのですけれど、
理由を本人はこう話しています。
　「この島の課題に挑戦し、小さくても成功モ
デルをつくることはこの島だけでなく、他の地
域や日本、世界にもつながっていくということ
で、自分自身やはり高校の教育問題に興味が
あったということ、この島にゆかりはなかった
ですけれどもここの課題に挑戦してモデルをつ
くっていけば、他の地域や日本にも波及するだ
ろう」と、社会課題に対して興味があったとい
うことになります。
　その後、そういう役場の人からの助言を、最
初は「ファシリテーター」とか横文字を結構住
民に対して使って説明していたのですけれど
も、「そんなん通じんけん」と言われて、「そう
ですね」って横文字をやめて日本語で話すよう
になったりとか、元々お酒とかたばこも好きで
はなかったのですけれども、飲み会に参加した
りたばこ部屋に行ったりして、教員と信頼関係
をつくっていきます。
　一方で、役場の吉本さんにも海外の理論を教
えて、「成功の循環モデルというのがあるんで
すよ」とか言ってお互いに学び合いをつくって
いった。
　岩本さんがやった一番大きいことは、なぜあ
んなに生徒が増えたのかというと、端的に言う
と外からも生徒が来るようになったということ
になります。今まで島の中にしか生徒、出身者
しかいなくて、だから減ってきたのですけれ
ど、それに対して「外から来ればいいじゃない
か」と言って、「そんなの中の生徒ですら松江
に流出するような高校だったのに外からなんて
来るわけないよ」と言われていたのを、「いや
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方の２人になります。
　田中理恵さんは2011年に江津に移住してきて
２年間過ごした後で、そこではこの後話す「て
ごねっと石見」というＮＰＯのスタッフとして働
きます。元々安来出身でしたので安来から江津
に来て、江津からまたその後別の地域に移動し
ていきましたので風の人ということになります。
　藤田貴子さんは地域住民の１人で、廃虚と言
われていた商店街の中でお店を持っている商店
街の会員の１人。ＮＰＯ「てごねっと石見」の
理事をやっていました。
　もう１人実はキーパーソンとして出てくるの
が、先ほどの海士町と同じ方ですが、尾野さん
は東京と２地域居住しながら、「てごねっと石
見」、こちらのすぐ近くのところに仮の拠点と
いうか住まいみたいなのを持っていて、江津か
ら見たら２地域居住者のように見えていたので
２地域居住者も関係人口というふうに私として
は定義をして進めています。
　こちらの関係者は全員「てごねっと石見」Ｎ
ＰＯの関係で、尾野さんは先ほどの海士町にも
関わっていて、「てごねっと石見」にも関わっ
ていて、藤田貴子さんという地域住民が理事を
やっていて、その中のスタッフとして関係人口
の田中理恵さんがやってきたというそういう構
図になります。
　起こった出来事としては、この後にお話する
江津市のビジネスプランコンテスト、2010年に
開かれたことがとても大きい。そこの第１回の
2010年のコンテストで田中理恵さんが大賞を受
賞して、そこで移住してきて、「てごねっと石
見」で働き始めたというのが最初です。
　その後、その年かな、「手つなぎ市」という
のを藤田貴子さんと田中さんと一緒に開催をし
て、そこから江津が盛り上がっていったという
ことで、その結果どんどんイベントを重ねて
いって空き店舗が埋められているという流れに
なります。
　田中理恵さんってどんな方かと言うと、田中
理恵さんは切ない話でお兄さんが自殺をされて
います。何でかというと、もちろん色んな要因
はあったんですけれども、県外の大学に出られ

ことです。
　もう１人の尾野さんについても簡単に関係人
口として紹介しておくのですが。尾野さんは東
京在住の大学院生で相談を受けたりする中で、
「どうしようか」と考えている中で、「岩本悠
さんがいい」、「岩本悠さんを移住させよう」と
思って一緒にツアーに連れていって、実際移住
につなげたというなかなかのキーパーソンで
す。適任であると狙いをつけて連れて行ったと
いうことで、役場の方の思いも聞いた時に、「岩
本さんしかいないな」と思って連れてきた。と
いうことで、その後連れてくるツアーは終わっ
てしまったんですけど、それによって岩本さん
がやってきたという大きなきっかけをつくった
ということです。
　以上が海士町の事例になります。
　もう１つの事例が、島根県西部の、私が住ん
でいる浜田市の横ですが、江津市というところ
になります。
　島根県西部にあって、役場のwebサイトにも
東京から一番遠い市ですよっていう珍しいＰＲ
をしている面白い市です。ＪＲで換算した時に
一番時間がかかるということで教科書に載った
ことがあるらしくて、市自らが、そんな町でも
「今面白くなっているんだよ」みたいなことを
ＰＲしています。人口は24,000人ぐらいで、こ
れは1950年から６割ぐらいまで減っているとい
うことで、ここも典型的な過疎の町になります。
　以前は企業誘致、工業地帯で工場がたくさん
建てていて誘致企業がたくさんあったんですけ
れども、撤退をしていったことでＪＲの江津駅
前がシャッター通り商店街になって、本当に廃
虚のようだと言われていました。
　でも今は起業家誘致を目指すビジネスプラン
コンテストやイベントを地域住民と関係人口が
一緒になって開催して利用できる空き店舗が全
部埋まったというようなことで、こちらは経済
産業省も注目して、なかなか現代でシャッター
通り商店街が蘇るというのはそんなに多くない
ので、１つの事例として注目されています。
　こちらの登場人物は田中理恵さんという関係
人口、風の人と藤田貴子さんという地域住民の
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一生懸命動く。それを見てすごく心が揺さぶら
れて自分もやっぱりそうやってある意味よそ
者、関係人口のよそ者の田中理恵さんが一生懸
命動いているのを見て、地元に住む私たちも何
かしたいと、私たちこそ頑張らねばということ
を思い出して、手つなぎ市を開いたり、その後
田中理恵さんは２年間で去って行ったわけです
けれども、その後も藤田貴子さんは弟さんが
ニューヨークで空間デザインを手がけておられ
ていて、「今、江津が面白くなってくるんで帰っ
てこい」と無理やり帰らせて、その弟さんがま
たビジネスプランコンテストに出てきて大賞を
受賞して、空き店舗をリノベーションしていっ
て、そうやってこういうふうにリノベーション
して空き家って活用できるんだって動きが広
がっていって、地域住民も「こういうふうにで
きるんだ」って言ってリノベーションしていく
ということで、そういう相乗効果、波及効果が
どんどん生まれて空き店舗が埋まっていきます。
　藤田貴子さんはどういうふうに言っているか
というと「ヒーロー」。特に関係人口のことで
すね。「ヒーローは居続けられないので、地域
住民の自分たちがやらないといけない。ヒー
ローのおかげで自分たちが変わった。やったら
できると分かった。」と明確に言っています。
　もう１人の尾野寛明さんですね、海士町に続
いて登場してくるわけですけれども、２地域居
住しながら江津市に助言していた立場でした。
ビジネスプランコンテストというのも実は尾野
さんが提案して「やってみたらどうか」と言っ
たり、あとは田中理恵さんですね。田中理恵さ
んは東京でも就職が決まっていて、１回東京に
出ようか江津に行こうかと迷っていた田中理恵
さんに結構厳しい言葉で、「修行、修行といっ
て学びに快感を覚え、現場に出る機会を失った
人を山ほど見ています。」というメールを送ら
れたそうです。だから江津にいたほうがいい
よって、東京に修行に行ったほうがいいのでは
ないかと相談した田中理恵さんして、「修行し
ててもしょうがない。だから現場に出ろ」と言っ
て背中を押したという逸話が残っていますが、
これを見た田中理恵さんは東京ではなくて江津

て、エリートコースだと言われていたお兄さん
が実家の環境で、長男だということで島根に
帰ってくるとなった時に、周りの方から「島根
に帰って、そんな田舎に帰って何が面白いの
か」というようなことも結構言われて、もちろ
んそれだけではないのですけれども、それが大
きな理由の１つとしてやっぱり亡くなってし
まったという経験があって。帰って来れる、お
兄さんを含めて皆が堂々と帰って来れる島根を
つくらないと兄は報われないということで、
「帰って来れる島根をつくろう」というキャッ
チコピーを掲げてビジネスプランコンテストに
応募をしてきました。そこで大賞を受賞し、本
人としては経験させてもらおうと思って来たの
ですけれど、実は全然何もなくて、「てごねっ
と石見」もまだ始まったばかりで、まず電話線
引いてくださいみたいなところから始まったと
いうことでびっくりしたということを言われて
います。
　ビジネスプランコンテストを最初運営しなが
ら、「手つなぎ市」という最初のイベントを地
域住民の藤田貴子さんと一緒に開催をしまし
た。最初だったのですけれども市内外から600
人訪れたのですね。そういう廃虚と言われたよ
うな江津にもちゃんといいイベントをすれば人
が来るんだということが共有されて、すごく大
きなきっかけ、力になっていったと言われてい
ます。
　その後、江津にわざわざ行く人が増えたので
す。「視察も含めて江津に飲みに行く、会いに
行く、やっと私の思惑どおり」と言っています。
江津の町を面白くしたいということで一生懸命
動いていたということです。
　実は元々江津に行くってことを迷っていたの
ですけども、先ほどの岩本さんを連れてきた尾
野さんに背中を押されて江津にやってきた。こ
こでも尾野さんは重要なキーパーソンとして働
いています。
　続いては地域住民の藤田貴子さんですね。商
店街の会員で商店街で商売していたのですけど
も、手つなぎ市を開催したり、誘導してとにか
く先ほどの田中理恵さんが江津のためと言って
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　それが私の分析、提案なのですけれども、６
つ目は「地域再生主体の形成」というふうに分
析をしています。
　海士町では岩本さんに影響を受けた浜板先生
ですね。江津市では田中理恵さんに影響を受け
た藤田貴子さんが、それぞれ今までは地域課題
に関わる当事者となっていたわけではないので
すけれども、主体的に地域づくりに関わるよう
に変容していった。これは本当に岩本さん、田
中理恵さんという「風の人」と関わった、関係
人口と関わった効果として考えられるのではな
いかということで。そういうのは地域を再生す
る主体ですね。地域の課題を当事者として認識
して動いていく人たちのことを「地域再生主
体」と言っていますけれども、それを形成する
というそういう効果を発揮したのではないかと
分析をしています。
　この図は、プレイヤーは外に住んでいるか中
に住んでいるかっていうことと、地域の再生主
体と見た時に上にいる人たちが地域の課題解決
する当事者、地域再生主体だとして、そうでな
い人たちに分類をした時に、最初は地域で言う
と吉本さんしかいなくて、途中で登場してきた
浜板先生と藤田さんというのは中には住んでい
るけど地域の再生主体ではなかった人たちです
ね。そこに外から岩本さん、田中さんというよ
うな関係人口が最初やってきて、その中でこち
らに移っていって地域再生主体として動いて
いった。その結果、ここに相互作用が生まれて
こちら側にいた浜板先生とか藤田貴子さんも地
域の再生主体として動いていったということ
で。こういうふうに、この後の話にもつながる
のですけれども、人口減少時代は人口が減ると
いうことは避けられないのですけれども、こう
いうふうに人口は減っていっても、海士町も江
津市も人口は減っているわけですが、地域再生
主体が増えるということは可能であるというふ
うに考えると、人口は減っても地域再生主体は
増やせるし、そういうことで地域課題の解決に
つながっていくと考えています。
　大事な相互作用形式ですね。敷田先生は「活
用」と言っておられてたのですが、もう少しブ

で修行することを選んだというストーリーに
なっています。

関係人口の分析

　以上を踏まえて、これから分析をしていきた
いと思いますが、まず敷田先生のおっしゃって
いた５つの効果ですね。他の事例ももうちょっ
と細かく入れているので、関係したところだけ
話すと、岩本悠さんのところで特に言うと、高
校魅力化を構想し実行した。特に「島留学」で
すね。これは例えばやっぱりしがらみのない立
場からの問題解決。やっぱり誰もできると思っ
てなかったところを、「いやいや人が減ってい
るんだったら外から呼んでくるしかないんじゃ
ないですか」みたいな感じで、正論ですねある
意味。それはある意味普段の生活、日常の中で
当たり前になっている常識ではないところから
提案して問題解決したっていうことで、１つ
やっぱり「よそ者効果」が発揮された例ではな
いかと思いますし、あとは田中理恵さんで言う
と、手つなぎ市の開催をしてそうやって地域が
変わっていくきっかけをつくった、あの地域の
変容を促進したということだったり、他にもい
ろいろ。尾野寛明さんで言うと、江津ではコン
テストをやったらいいですよということで新し
い知識を移転する効果を発揮していたり、海士
町でも岩本さんを連れてきて、若い人を連れて
くるイベントをやっていて。しがらみのない立
場からの問題解決みたいな、その他の文献調査
も含めてですね、いろいろ海士町と江津市では
５つの効果、それぞれが発揮されていたのでは
ないかと分析をしています。
　ただ、例えば岩本悠さんと一緒にやっていた
浜板先生が主体的になっていき、田中理恵さん
の動きを見て藤田貴子さんが「地元に住む私た
ちも何とかしなきゃ」って言ったような、そう
いう声を受けてこちらも主体的に変わっていっ
た。そういうことがすごく大きな効果だと思っ
たのですが、それを５つの効果には分類できな
いのではないかなと。５つの効果ではないまた
もう１つ別の６つ目の効果があるんではないか
と思いました。
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　もう１つ、このよそ者がスーパー人材でなく
ていいですし、少なくていいということで、岩
本さん、田中理恵さんですね。本当に若い１人
の人間という感じで、特に横文字を使って怒ら
れたりしていたわけですし、田中理恵さんも何
かスキルがあって来たというよりは電話線を最
初から引いてちょっと一生懸命頑張ったみたい
な感じで。それぞれ着任した時はとてもスー
パー人材という感じではないのですね。本当に
若くて一生懸命な若い人という感じで、でも
今、成功事例になっているのでどうしても「やっ
ぱりスーパー人材だったんでしょう」って言わ
れるんですけども。着任当初は本当にスーパー
人材ではなくて１人の若者でしたし、それを浜
板先生だったり藤田貴子さんだったり地域住民
と一緒に育っていく中で成功事例になっていっ
て、スーパー人材のように見えるようになりま
したけども、決して彼ら・彼女らがスーパーだっ
たからこうなったのではないと思っています。
　よく「関係人口を増やそう」っていう議論も
行われるのですけれども、地域課題に関わって
一生懸命一緒にやるということが大事なので、
数が増えればいいということではないと。この
事例を見ても数が多ければいいとか、スーパー
な人材が欲しい、スーパースキルの人材という
のではなくて、もう少し一緒に協働しながら育
ち合うこと、少数の人たちとそういう関係を築
くということのほうが大事ではないかと思って
います。

関係人口の現代的意義

　後は現代的意義ですね。特に尾野さんの、わ
ざわざ尾野さんを出したのはここの部分です。
尾野さんは海士町にも関わったし、江津市にも
関わってそれぞれで別々の効果は発揮されてい
ます。
　この人口減少時代ですね。どうしても「人口
獲得ゲーム」と言われていまして。ただ全体が
減る中で奪い合っても、誰かが勝っても誰かが
負ける。全体が減りますので、そういうゲーム
のことを「ゼロサムゲーム」と言われるんです
けれども、どうしても定住人口はそういうゼロ

ラッシュアップする必要があるのではないかな
と思っています。活用というとどうしても一方
の強い側が、もう一つの主体と客体って言い方
をすると、主体が客体となった場合、その名の
ほうを活用するというような、主体と主体の対
等な関係ということにはなりにくい概念と考え
たことがありまして。もう少し詳しく見ていっ
ても、海士町では吉本さん、役場の方が岩本さ
んから海外理論を教わったり、江津市でも藤田
貴子さんが田中理恵さんと協力してイベントを
開催したりということで、相互作用形式で依存
して自分たちがやらないとなるのではなく、関
係人口の主体性を奪って活用するって姿勢でも
なくて、「共に主体性をもって対等に向き合う
姿勢」と考えていいのかなと。そうなった時に、
活用という単語よりはよそ者と対等な立場で協
力して共に働く「協働」という相互作用形式で
はないかということで、新しくよそ者との協働
による地域再生ということを提案しています。
　以上を踏まえて、事例からの示唆をいくつか
お話したいと思います。１つは「関わりしろ」
と言われる関係人口が関わるきっかけ。きっか
けがないと関わらないので、関係人口の創出、
生み出されるためには「関わりしろ」というこ
とが大事だと言われているのですが、この「関
わりしろ」は海士町で言うと高校の存続だった
り、江津市だとシャッター商店街の再生だった
り、むしろどこにでもある地域課題ということ
で。よく魅力の発信というように言われるので
すけれども、実は「関わりしろ」は地域課題の
ほうが生まれるのではないかということが１つ
です。でも大体の課題は、弱みだから見せにく
いとよく言われますが、バルネラビリティとい
う言われ方で脆弱性ということですけれども、
弱さであると共に相手から力をもらう窓を開け
るための秘密の鍵とも言われていますし、弱さ
の強さですね。ということで、実は課題のよう
に見えるけれどもそこから相手とつながる１つ
のきっかけになるというふうに考えることもで
きるということで、実は地域課題こそが「関わ
り指導」になるというふうには事例から１つ言
えるかなということ。
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けれども、住民の方に、「今、年間64万人減っ
ています。島根県１つですね」と。島根県１つ
毎年なくなるぐらい、この後もっと減る。今後、
減少幅が拡大すると言われていますし、圧倒的
に人口減少時代が来ているということになりま
す。しかし、これまでどうしても人口の増加っ
ていうことが目標とされて、みんな増やそう、
食い止めようということばかり考えてきた。地
域再生も地域活性化も一緒ですけれども、言葉
としては、人口を増やそうとか、地域を維持し
ようということを基本的にあまり疑いなくゴー
ルにしてきたと言われています。そこ自体を、
もう少しあれほど人口が減る前提に立った時
に、それでいいのかと。人口が増えるとか、地
域が維持されるっていうことを地域再生のゴー
ルにしていいのかということを本当に考える必
要があると思っています。
　一方で、今の地域の本質的な課題としては、
実は地域住民が諦めてしまっていることのほう
が本質的な課題だと言われていまして。地域の
衰退サイクルですね。課題が見つかっても地域
住民が諦めてしまって動かなくて担い手ができ
なくてより悪化していく。そういうことが、衰
退している地域で起こっていることかなと。そ
れを先ほどの事例で見てみると、地域課題が同
じように起こるのですけれども、関係人口がま
ずそれに立ち向かって、それに触発された地域
住民が一緒に頑張ろうとなって課題が解決す
る。こういうのが「地域再生サイクル」と言う
こともできるのではないかなと。なかなか課題
がなくなることはないので、地域の再生主体が
加速度的に形成されていって、課題が解決され
て続けていく。そういう連続的過程を地域再生
と定義したほうが、私としては、人口の維持、
増やすとか地域の維持ということを目標に掲げ
るのではなくて、「生まれ続ける課題に対して
課題が解決され続けるという連続的過程」にス
ポットを当てたほうがいいのではないかと。そ
の際に、やっぱり主役である地域住民の主体性
ということが最大の鍵になるのではないかと。
　今回は、私はこの主体性回復の鍵として関係
人口というよそ者に着目していますが、これ以

サムゲームになりがちです。しかし、尾野さん
のようにあっちに関わりこっちに関わりという
ことで、むしろ人材を奪い合うのではなくて地
域間でシェアしているというふうに考えること
もできます。途中で申し上げたように、定住人
口は減る、これはもうこの先見えているのです
けれども、地域再生の主体は増やすことはでき
る。この先も日本の人口は減り続けるのですけ
れども、関係人口はじめとしてよそ者も再生の
主体にはなります。そして今までなかなかこれ
まで関わってなかった地域住民が関わるように
なるということで、地域住民の中でも新たに地
域再生の主体が形成される可能性もあると考え
ています。
　ただ、もちろんそんな簡単なことではないの
で、難しさももちろんあります。
　１つ、「継続性」ですね。そうやって風の人
のような形は確かにあると思うのですが、地域
住民が寂しくないかというとやっぱり寂しいと
いうことを言われますし、どういう仕組みが継
続につながるのかということをもう少し丁寧に
考えていく必要があると思っています。
　あとよそ者の「両義性」ですね。遠くと近い、
遠さと近さみたいなことを両立するのは多分す
ごく、ここはスキルというよりもある意味一種
の難しさがあるのではないかと思っていて。関
係人口が万能だというつもりもないとは思って
います。

人口減少時代の地域再生

　最後ですね。ここから今日の主題になってき
ますが、人口減少時代の地域再生ですね。
　これは国土交通省が出している面白い図で、
千年間の日本の人口のグラフです。急激に伸び
ているのは明治維新からです。このように急激
に伸びている。あと新型コロナウイルスも一緒
ですけれども、急激に伸びた後は急激に減る。
私たちは減り始めたところなので、本当にまだ
慣れないし、課題だと言われていますけれど
も、もう減ることが当たり前、前提の時代になっ
てきます。今、年間どれぐらい人口が減ってい
るかと言うと、これも結構クイズで出すのです
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他の事例も見ていく必要があるのではないかと
思っています。あとは、外国人労働者が当ては
まるのかという質問もかなりありますので、そ
こはもう少し丁寧に考えていかないといけない
ところです。
　あとは関係人口の定義についてもいろいろあ
りますが、今回は主題ではないので、というこ
とで先ほどの意見はこんな感じです。時間が過
ぎてしまいましたが、私のほうからは以上で
す。ご清聴、ありがとうございました。

外のアプローチもたくさんあると思っています。
　関係人口やよそ者が前提でなくても、地域住
民の主体性が回復できれば地域再生にはつなが
るのではないかと思っています。地域の維持・
存続ばかりを絶対的な基準にするのではなく
て、もう少し実質的な側面に着目する必要があ
るのではないかと思っています。
　時間になりますので以上ですけれども、もち
ろん限界と課題もあって、基本的に成功事例を
扱っていますし、少数例だけなので、もう少し
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Ⅰ．はじめに

　日本におけるグローバル化の進展や少子高齢
化による人口減少を背景に優秀な人材を確保す
るため，合法滞在外国人としての外国人留学生
（以下「留学生」とする）の受け入れが強調さ
れている（藤 2016：179-183）．留学生は確か
に日本のサービス業にも高等教育システムにも
貢献している（小井士 2019：25-35）．日本の
留学生の受け入れが大きく拡大したのは，1983
年に策定された「留学生10万人計画」が契機と
なっている．1970年代は5,000人前後で推移し
てきた留学生数が1983年に初めて１万人を超
え，1993年に10万人に達した（永岡・鄭 2022）．
2008年までに留学生10万人計画は達成された
後，政府は「留学生」と日本語学校で学習する
「就学生」を区分することをやめ，留学生とし
て在留資格を統合したうえで，その総数を30万

人に拡大することを追求してきた（小井士 
2019）．独立行政法人日本学生支援機関（以下
「JASSO」とする）により，2008年から進め
られてきた「留学生30万人計画」１），2019年の
留学生数が312,214人（2019年５月１日現在）
と過去最高の数値となり，数値上で目標が達成
された（JASSO 2020）．留学生へのソーシャル・
サポートは「健康的な留学生活を保障し，日々
の生活の中で自らの力で問題解決できるような
力を育むために大きな役割を果たすもの」（徳
永 2005）であり，すでに日本にいる留学生に
対して差別なく公的支援が受けられる体制をつ
くることが優先すべきだという提案がある（鈴
木 2021：7-33）．このようにみると，日本にお
ける留学生に対してより意識的，積極的な支援
が必要であることが想定される．
　しかし，新型コロナウイルス感染症が拡大（以
下「コロナ禍」とする）して以降，留学生の数
が 減 少 し つ つ あ る．2020年 の 留 学 生 数 は
279,597人（2020年５月１日現在）であり（JASSO 
2021），2021年は242,444人（2021年５月１日現
在）になった（JASSO 2022）．2022年の留学生

論　　文 �

日本における外国人留学生の生活困難に関する検討
―コロナ禍の生活実態調査を通して―

金　　　明　月　

―抄　録―
　本研究の目的は，日本における外国人留学生の生活上の困難に至るプロセスを構造的に明らかにし，
今後の課題に対する解決策を明示することである．先行研究を調べたうえで，外国人留学生のコロナ禍
の生活実態とパワレスに着目し，オンラインでアンケート調査を行った．先行研究を検討した結果を踏
まえ，今回の調査結果から，日本語能力の不足が，外国人留学生の学習にも生活にも影響を与え，進学
失敗，経済困窮，孤立や健康問題といった生活困難に至るプロセスを考察した．外国人留学生がコロナ
禍により，学習，生活や健康において，困難な状況に陥るリスクが高いことが分かった．そうした状況
に陥ることを予防するためには，情報や知識とインフォーマルな資源の利用を留学生に伝えていく多様
なルートの確保が不可欠であり，放置するのではなく，より積極的な支援を行っていくことが重要である．

　キーワード：外国人留学生，生活困難，コロナ禍，支援策
�

�
受付日：2024.2.23
県立広島大学大学院総合学術学研究科
保健福祉学専攻
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コロナ禍前とコロナ禍での
変化の有無 生活実態

変化がないところ

・直接入学しなかった者のうち，日本語教育機関に在学した者は一番多かった
・奨学金を得た者のうち，多くの者がアルバイトに依存せざるを得なかった
・全体の約７割の者がアルバイトに従事していた
・単身の者が約６割で，一人暮らしの者が一番多かった
・卒業後の予定は日本で ｢就職｣ が一番多く，ついで「進学」だった

変化があるところ

・留学に最も苦労したこと：物価が高い（前）　→日本語学習（コロナ禍）
・奨学金を受給している者数：約30%（前）　→約50%（コロナ禍）
・最も多くの支出額：生活費（前）　→学習研究費（コロナ禍）
・新しい内容：コロナ禍にかかわる悩み，相談先とワクチン接種の情報（コロナ禍）
　（１）悩み：「経済」が一番多く，ついで「将来」だった 
　（２）相談先：「学校」が一番多く，ついで「友人等・同級生等」だった
　（３）接種の情報：「学校」が一番多く，ついで「自治体（市町村）」だった

出典：JASSOの「私費外国人留学生生活実態調査概要」（2005～2021年）をもとに筆者作成

表１　私費外国人留学生の生活実態の変化

日本社会福祉学会中国・四国ブロック　第12号　2025.1

１．研究の背景

１）私費外国人留学生の生活実態

　JASSOは文部科学省との緊密な連携の下，
日本での大学（大学院を含む），短期大学，専
修学校（専門課程），準備教育機関及び日本語
教育機関に在籍する私費外国人留学生の標準的
な生活状況等について調査を隔年で実施してい
る．筆者は公表されている私費留学生の生活実
態の調査結果（2005〜2021年）３）を整理し，コ
ロナ禍の前（2005〜2019年）とコロナ禍（2021
年）に公表された内容を比較して変化があるか
どうかをまとめた．
　表１に示した通り，コロナ禍にもかかわら
ず，多くの私費留学生は日本語教育機関を通し

数は219，214人（2022年５月１日現在）であり，
2021年と比べると，約1.1万人（4.7%）減少し
た（JASSO 2023）．コロナ禍においては，実際
には生活上に留学生が充分な支援が受けられて
いるとは言えなかった．特に日本では，出入国
制限をはじめ日々の生活が直接・間接に影響を
受け（武田 2021），新聞記事にも留学生の窮状
に関する報道２）が頻繁にみられた．「経済や学
習上の困難は学生共通の課題だが，現在日本社
会での留学生はより複雑な事情を抱えている」
とも指摘された（高向・田中 2021）．このよう
に，コロナ禍という緊迫した社会情勢は，在日
留学生たちの生活上の不安定化という問題も顕
在化させた．

て日本語能力をアップしたと考えられる．アル
バイトをした者が多かったが，奨学金をもらっ
た者が少なかったということからみると，コロ
ナ禍の収入が減っている留学生が経済的な負担
が高かったとも考えられる．また，一人暮らし
した留学生が一番多く，進路を考えた際には日
本で定住すると考える者が多かった．一方で，
コロナ禍で経済的な支援が多くなったが，対面
による日本語能力を向上させる機会が減少し，
学習などの苦労が増え，コロナ禍の変化も生じ
されていたとも分かった．

２）コロナ禍の外国人留学生

　札幌大学に在学する留学生に対するWEBア

ンケート調査の結果からは，コロナ禍が留学生
に与える影響は，経済的な問題，情報提供の難
しさ，精神的な支援の必要性が示されていた（尾
崎・久野 2021）．文系大学院生を対象とした
PAC分析（個人別態度構造分析）の結果では，
在日留学生は日本国内のコロナ禍の影響を受け
ており，外出・移動の制限，それに伴う留学生
の孤立，さらに健康面・日常生活への不安が存
在していると指摘された（許・李・謝 2022）．
日本の大学の授業を履修している留学生たちに
アンケート調査を実施した結果から，コロナ禍
の留学で，留学生たちの４分の３がコロナ禍で
何らかのストレス，不安あるいは孤独を感じた
と示されていた（村田 2022）．また，留学生教
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行った．
　本研究でいう「留学生」とは，在留制度によっ
て「留学」という「活動に基づく在留資格」を
持っている外国人と認定（稲葉 2022）された
者とする．日本での留学生は「国費留学生」，「私
費留学生」，「外国政府派遣留学生」，「高等教育
機関在籍留学生」と「日本語教育機関留学生」
の５つの種類に分類される（JASSO 2021）．
　調査依頼は，筆者が在籍していた日本語学校
と大学の国際交流センターに依頼文書をそれぞ
れ郵送し，在籍する留学生への仲介協力の了承
を得た．その上で仲介者を経由して在籍する留
学生合計約400人に対してアンケートをWebに
配信した．さらに，スノーボールサンプリング
法を採用し，筆者がインターネット（SNS）で
個人的な知り合いに回答および留学生への拡散
配信を依頼した．

２）調査内容

　調査票の内容は，択一式，複数回答式，自由
記入式の設問により，「在日確認」「基本情報」
「生活実態」「パワレス５）」という四つのセク
ションに沿って作成した22の質問項目から構成
されている．「在日確認」においては，調査す
る時点で日本に住んでいてコロナ禍の経験があ
る留学生を限定するため，質問項目１〜３が設
定された．「基本情報」には，該当する留学生
の性別，年齢層，出身国，留学目的と日本での
居住地というような情報収集をするため，質問
項目４〜８が設定された．「生活実態」には，
該当する留学生の在日期間，在籍の学校，直接
入学をしたか，毎月の家計の残高があるか，ア
ルバイトをしたか，奨学金をもらったか，一人
で住んだ経験があるか，病院に行ったことがあ
るか，悩んだ時相談できる人や場所があるかと
いうような状況を究明するため，質問項目９〜
17が設定された．「パワレス」には，該当する
留学生の苦労をしたと思うこと，苦労のうち克
服をしたとしなかったこと，留学期間の不安，
健康に気を付けていたこと，困った時支援があ
れば良いと思うことを尋ねるため，自由記述式
の質問項目18〜22が設定された．

育学会（2020）が行った緊急調査により，留学
生が様々な側面で困っていて，健康，精神面で
も問題があると示されていた．かながわ国際交
流財団（2020）の留学生調査でも，留学生の９
割以上が不安を抱えていると報告されていた．
　多くの留学生は生活上に様々な苦労があり，
不安も生じていて，社会的つながりが脆弱で，
より深刻で困難な状況に追い込まれてしまう危
険性が高いという特徴があると分かった．その
ため，留学生に対しては，生活の基盤を安定さ
せることが重要であり，在籍している学校を中
心としてのサポートが重要である．そして，留
学生に対してより良い支援を提供するために，
まず，留学生の生活困難を構造的に究明する必
要があると考えられる．
　以上のことをまとめると，次の３点になる．
　①�先行研究から，生活に追われて勉学に集中

できなくなった留学生が少なくなかったと
推察できた４）．

　②�通常であっても多くの困難や課題に直面す
る留学生は，コロナ禍のような時期に個人
的に努力してもその回復には限界があり，
環境の変化による影響が示唆されていた．

　③�留学生が生活困難に陥る際に，個別のサ
ポートとともに社会的な支援システムが必
要であるため，何らかの援助を行うことが
あれば，ある程度解決できると期待されて
いる．

２．研究の目的

　そこで，本研究の目的は，留学生が陥ってい
る生活困難を構造的に明らかにし，そのサポー
トを提案することである．

Ⅱ．研究方法

１．研究の方法

１）調査方法

　本研究では，JASSOの調査を参考にし，コ
ロナ禍における留学生の生活困難に関する状況
を把握するため，オンラインでアンケート調査
を実施した．調査は2023年９〜11月の期間で
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20部）の調査票を回収した．そのうち，今回は
コロナ禍の日本で滞在する留学生に絞るため，
まず，帰国者を除いた188人を分析対象とした．
　次に，留学生の基本属性を表２に示す．女性
と男性がほぼ同じであり，「進学あるいは学習」
という目的を留学してきた者が最も多かった．
「日本語教育機関」や「大学院」に在籍する者
が多く，在日期間は「２年以上」や「６ヶ月内」
であった．やはり「20代」や「30代」の若い世
代の留学生が多く，出身国は中国，住んだ場所
としては広島県が最も多いことが分かった．

　さらに「生活実態」の項目は，ａ．日本の大
学に留学するまでに所属した教育機関（質問項
目９〜11）ｂ．経済的な状況（質問項目12〜
14）ｃ．健康に関する状況（質問項目15〜16）
ｄ．相談の状況（質問項目17）という四つの部
分に分けて実施した．

３）分析方法

　調査から得たデータをエクセルで集計し，自
由記述の内容をKH coderで計量テキスト分析
をした．自由記述には自然言語が多く，分析す
る際にテキストマイニング６）の分析方法が便利
かつ効率的であり，適合していると考えられ
た．結果を示す際には，共起ネットワークに出
現数は多い語ほど大きく，また共起の程度は強
いほど太い線が描画される（永岡・鄭 2022）．
今回の共起ネットワークには，共起関係の選択
の基準として，最小出現数２回，最小文書数が
１文であり，バブルプロット（バブルの大きさ
100%）の方式で示す．

２．倫理的配慮

　なお，調査実施にかかる倫理的配慮について
は，県立広島大学保健福祉学部研究倫理審査会
の承認（第22MH030号）を得て実施した．本
研究における開示すべきCOIはない．利益相反
に該当しない．本調査の協力を筆者の個人的な
知り合いに依頼する際には，「任意であること」
「強制性がない」を伝えた．また，回答者に対
しては，調査票に「アンケート調査に協力でき
る場合は回答下さい」と記し，回答が任意であ
ることを示した上で，「本研究に協力できなく
ても不利益になることはない」ことも追記し
た．さらに，丁寧に調査概要を説明し，そのう
えで「同意する」と回答した学生の結果のみを
使用した．

Ⅲ．分析結果

１．調査対象者の属性と生活実態

　調査期間が満了した後，オンラインで合計
240部（日本語版182部，中国語版38部，英語版

表２　対象者の基本属性　

　表３に示した通り，留学生の188人のうち，
現在通っている学校に直接入学した者が143人
で，76%を占めた．一方で，直接入学ではなく，
ほかの学校に通った経験がある者が45人で，
24%であった．毎月の家計の残高がない留学生
88人が47%で，約半分を占めた．アルバイトを
した留学生が139人で，７割以上を占めた．一
方で，奨学金を得た留学生が55人で，約３割に
留まった．一人暮らしの留学生が80%以上であ
り，病院に行ったことがある留学生は約半分を
占めた．相談できる人や場所があると回答した
留学生が約75%であった．
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ａ�．日本の大学に留学するまでに所属した教育

機関

　直接入学した者が70%を占めたが，直接入学
ではなかった留学生の在日期間が長く，日本語
学校などの学校に通う等で余計に経済的，時間
的負担がかかると考えられる．そのため，今回
ほかの学校に通った経験がある者の回答内容を
使って分析した．回答の内容を図１の通りに示
す．一番大きく表示されている右下の「学校」，
「日本語」など含まれるバブルがある．バブル
にある「日本語－学校－勉強－進学－大学－大
学院」というネットワークからみると，日本語
を学校で勉強して進学できた者が最も多かった
ことが分かった．

２．生活実態に関するテキスト分析

　質問事項のうち，自由記述の設問に回答され
た内容について一つずつ計量テキスト分析を
行った．

表３　留学生の生活実態

図１　日本の大学に留学するまでに所属した教育機関　n＝45

ｂ．経済的な状況

　毎月の家計の残高がない留学生が概ね半分を
占めた．アルバイトをしている139人のうち，
107人が「コロナ禍の影響を含めてアルバイト
の経験がある」と回答した．コロナ禍のアルバ
イトの経験に関する内容を図２の通りに示す．
大きく表示されている左下の「心配」「感染」
などのバブル，中下の「時給」「コンビニ」な
どのバブル，右下の「回数」「減る」などのバ
ブル，右中の「アルバイト」「チャンス」「少な

い」などのバブルがある．バブルにあるネット
ワークからみると，「感染の心配がある」「サー
ビス業や商売などの低賃金の労働をする」「ア
ルバイトのチャンスと回数が減少した」という
回答が多かった．したがって，コロナ禍の影響
があって，アルバイトの難しさが推察できる．
アルバイトの収入に依頼する留学生は経済的な
状況が悪くなって，経済的リスクが高くなると
考えられた．
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通りに示す．表示されているネットワークから
みると，「内科系」「歯科」「皮膚科」を受診し
た者が多かったと分かった．

ｃ．健康に関する状況

　病院にいった経験がある82人のうち，78人が
受診内容について回答した．受診内容を図３の

図２　コロナ禍のアルバイトの経験　n＝107

図３　受診内容　n＝78
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ているネットワークからみると，相談できる人
は「友達」や「家族」が多く，相談できる場所
は「オンライン」や「学校」が多かった．

ｄ．相談の状況

　悩んだ時相談できる人や場所があると回答し
た者の回答内容を図４の通りに示す．表示され

図４　相談の状況　n＝142

図５　苦労のうち克服できたこと

３．パワレスに関するテキスト分析

　自由記述の設問に回答された内容についても
質問事項の順に計量テキスト分析を行った．
１）苦労のうち克服できたとできなかったこと

　それぞれの苦労のうち，克服できたことを図
５の通りに示す．表示されているネットワーク

からみると，「学校」で「日本語」を勉強して，
「先生」からの指導やサポートを得ていること
が分かった．「友達」や「お金」を作って，今
の経験の「活用」ができた者が多いことが推察
された．
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「大変」であり，「研究」や「アルバイト」が「難
しい」と思った者が多かったという結果が示さ
れた．

　一方で，克服できなかったことを図６の通り
に示す．表示されているネットワークからみる
と，「進路」などを「心配」している者が多く，
日本人とのつながりや学問と生活の両立などが

図６　苦労のうち克服できなかったこと

図７　留学期間の不安

２）留学期間の不安

　回答内容を図７の通りに示す．表示されてい
るネットワークからみると，「感染」への不安

が最も多かった．また，「卒業」や「経済」的
な不安があり，「お金」や日本の文化への不安
もあった．
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に気を付けて，外出を「控える」者と，「運動」
や「野菜」を「食べる」という意識があった者
が多かった．

３）健康に気を付けていたこと

　回答内容を図８の通りに示す．表示されてい
るネットワークからみると，「感染」や「健康」

図８　健康に気を付けていたこと

図９　困った時支援があれば良いと思うこと

４）困った時支援があれば良いと思うこと

　回答内容を図９の通りに示す．表示されてい
るネットワークからみると，困った時「経済」

的な支援があれば良いと思う者が最も多かっ
た．また，「相談」「学習」「指導」「相談」の支
援があれば良いと思う者も多かった．
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り，留学生のニーズに寄り添う支援を提供する
サポートの案である．
　ソーシャルワークの対象は主に弱い立場に置
かれたパワレスな人びとである．現実の社会に
存在するパワレスな人びとに対して何らかの援
助を行うことが社会福祉実践の主目的である．

２．サポートの提案

　今回の調査では，留学生の生活上に進学，経
済，健康と人間関係に関する困難の状況を明ら
かにした．留学生が健康的留学生活を持ち続け
るため，サポートの案として，日本で困った時
適時に適切な支援を提供することである．つま

が，日本語能力の不足の状況が多いと推測でき
た．また，第二に生活費用と進学費用が高く，
コロナ禍でアルバイトをせざるを得ない者が大
変になり，経済的困窮に陥るリスクが高かっ
た．一方で，第三に日本人とのつながりが少な
くなって，社会参加の機会も乏しくなり，さら
には孤立し人間関係の問題が生じる可能性が高
くなったと考えられる．さらには第四に病気や
感染に関する心配や不安があり，身体的不調が
ある時に医療機関へ連れて行ってくれる人がい
なくて，相談できる人もいないという，健康に
関する環境的問題もあったとも考えられる．
　留学生の生活困難に至るプロセスを図10の通
りに示す．灰色の図形で囲んでいる部分は先行
研究から分かった内容を指し，点線で取り囲む
部分は今回の調査の結果からリスクが高くなっ
た内容を指す．

Ⅳ．考察

１．外国人留学生の生活困難

　先行研究から多くの留学生は生活上に様々な
苦労があり，不安も生じていて，社会的つなが
りが脆弱で，より深刻で困難な状況に追い込ま
れてしまう危険性が高いことが分かった．今回
の調査から，コロナ禍の影響があり，「感染」
や「病気」に気を付けて外出を控えたが，「心配」
「大変」「難しい」と思った者が多かったこと
が分かった．困った時相談できる人は「友達」
や「家族」が多く，相談できる場所は，「オン
ライン」や「学校」が多かった．また，困った
時「経済」「相談」「学習」「指導」の支援があ
れば良いと思う者が多かった．
　先行研究の内容を踏まえ，今回の調査の結果
から得た情報も加えて留学生の生活困難に至る
プロセスを考察した．第一に留学生は来日した

図10　留学生の生活困難に至るプロセス
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重要である．３つ目の提案としては，留学生の
「強さ」を見極め，潜在的なコンピテンスや資
源の探索や活用するプロセスを通して，個別性
を踏まえて留学生が気軽に相談できる社会環境
を構築することである．

２．本研究の意義

　本研究は，留学生をはじめ，日本にいて社会
的に不利な状況に置かれた人々の生活困難を解
決するための支援策とつながり，マイノリ
ティーを無視できない社会システムの構築に資
するものである．
　また，本研究はコロナ禍における行ったた
め，今回のようなパンデミックに陥った時今後
も活用し得る知見を得たことが意義になり，重
要なテーマである．

３．本研究の限界

　本研究の限界としては，アンケ―トの回答者
のほとんどが広島県内の中国人留学生であり，
調査対象者に偏りがあった点があげられる．ま
た，留学生の生活困難の程度やパワレスの状態
について具体的な測定方法を検討することはで
きなかった．今後の課題としていきたい．
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　本調査に協力いただいた機関や留学生の方々
に深く感謝申し上げます．

註釈
１）留学生「30万人計画」は，日本を世界により

開かれた国とし，アジア，世界の間にヒト・モノ・

カネ，情報の流れを拡大する「グローバル戦略」

を展開する一環として，2020年を目途に30万人

の留学生受け入れを目指すものである，「留学生

30万人計画」について，文部科学省ほか関係省

庁（外務省，法務省，厚生労働省，経済産業省，

国土交通省）は，平成20年７月29日付けで計画

の骨子を策定し，同日の閣議後閣僚懇談会にお

いて報告した（https://www.mext.go.jp/a_menu/

koutou/ryugaku/1420758.html,2023.5.1）．

２）中国新聞「外国人向けにフードバンク」（2022

エンパワメントという概念はこの社会福祉の理
念とよく合致しているため，社会福祉の中でエ
ンパワメントという概念が普及していった（井
上 2007）．エンパワメント視点からみると，生
活困難に陥った留学生が本来持っているパワー
がなくなり，利用できる社会資源が入手可能な
支援策が必要であると考えられる．社会資源が
不足しているのであれば，個人的な面も環境的
な面もエンパワメントできるような資源開発を
していく必要がある．
　留学生のニーズに寄り添う支援を提供する案
をプランニングする手順としては，まず，留学
生のニーズに合わせた支援が有効な情報を伝え
ることである．来日したばかりの留学生に対し
ては，生活上の指導と必要な情報を手に入れる
ことが重要である．進学を準備している段階で
の留学生に対しては，経済的な支援と心理的な
支援も重要である．次に，奨学金などが入手で
きる留学生は限られるため，経済困窮に陥る留
学生に対して，個別の状況を勘案する仕組みが
不可欠である．また，外国人に向けている相談
窓口があるが，広報が不可欠である．施策とし
ては，例えば，医療費の限度額適用認定証は事
前に様々なアプローチを利用して宣伝を行う工
夫が必要である．最後に，留学生は生活上に差
別，偏見や排除などの体験があり，アルバイト
の場や住む地域での人間関係の形成について支
援する対策も重視される必要がある．

Ⅴ．結論

１．本研究の結論

　本研究では，留学生の現状を踏まえ，より良
い支援を提供する方法について３つの提案を
行った．
　まずは，進学失敗，経済困窮，健康不安や孤
立などの問題があった時期に，留学生の現状を
勘案し，支援することが必要である．２つ目の
提案は，コロナという特殊な社会環境だけでは
なく，パワレスな状況に陥る留学生に対して
は，抱える問題点とニーズを明確にし，本人の
ニーズに寄り添う支援を適時に提供することが
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A Study on Living Difficulties of International Students in Japan: 
based on a Survey on Living Conditions During the Corona Disaster

Mingyue JIN

−Abstract−
　The aim of this study is to clarify the processes that lead to difficulties in the lives of international 
students in Japan from a structural perspective and to identify solutions to future problems. After 
examining previous research, an online questionnaire survey was conducted focusing on the actual 
living conditions of international students in the Corona Disaster and on the powerlessness of 
international students. Based on the results of the review of previous studies, the results of the 
present survey examine the process by which the lack of Japanese language skills affects both the 
studies and the lives of international students, leading to difficulties in their lives, such as failure to 
pursue higher education, economic deprivation, isolation and health problems. It was found that 
international students are at high risk of falling into difficult situations in their studies, lives and health 
because of the Corona disaster. To prevent them from falling into such situations, it is essential to 
ensure that various channels of information, knowledge and access to informal resources are available 
to international students, and it is important to provide more proactive support rather than leaving 
them unattended.

Key words：�international students，living difficulties，corona disaster，support measures
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Ⅰ．問題設定

１．研究背景

　今日における少子高齢化や人口減少は，多く
の地域において社会経済の担い手の減少やさま
ざまな福祉的課題を顕在化させている．そのた
め，わが国の福祉政策の基本コンセプトとし
て，子ども・高齢者・障害者など，その地域に
暮らすすべての人々が共に支えあい，誰もが役
割を持てる「地域共生社会」の実現を目指す取
り組みが進められている．この地域共生社会の
実現に向けて，2018年の社会保障審議会の報告

書「ソーシャルワーク専門職である社会福祉士
に求められる役割等について」では，既存の制
度では対応が難しいさまざまな課題が顕在化し
ていることを指摘し，①複合化・複雑化した課
題を受け止める多機関の協働による包括的な相
談支援体制，②地域住民等が主体的に地域課題
を把握して解決を試みる体制の構築を進めるこ
ととしている．社会福祉士はその運営推進にお
ける中核的な役割を担い，新たなニーズに対応
するための24のソーシャルワーク機能を発揮す
ることが求められている（公益社団法人日本社
会福祉士会 2022）（一般社団法人日本ソーシャ
ルワーク教育学校連盟2021）．
　このような状況を踏まえ，2019年に社会福祉
士養成課程の教育内容の見直しが行われた．新
たな課程では，「相談援助」を超えた「ソーシャ
ルワーク」という表現を用い，「講義－演習－
実習」の学習循環を構築して演習・実習を充実

論　　文 �

ソーシャルワーク実習におけるプラットホーム型協議体の意義
～社会福祉協議会での実習をとおして～

中　尾　竜　二＊１　
仲　井　達　哉＊２　
岡　本　宣　雄＊３　
岡　崎　利　治＊４　

―抄　録―
　ソーシャルワーク実習プログラムの検討を見据えた多角的な視点からプラットホーム型協議体の構築
に向けた，社会福祉士養成における実践・方法論を模索することを目的とする．実習指導者３名を対象
にインタビューを実施した．分析は定性的（質的）方法を用いた．結果，【学び合い】，【不安の解消】，【情
報共有】，【気づき】，【実習内容への導入】，【職場への協力の促し】の６つのカテゴリーが抽出された．
抽出されたカテゴリーにおいては，調査対象者の実習指導歴，受け入れ継続年数，所属組織の特性によ
る見識の差異も見られたことで，プラットホーム型協議体ではソーシャルワーク実習の指導歴や所属機
関の異なる参加者によって，多様な情報交流が生まれ，実習プログラムを中心に，学び合う場を形成す
ることで，参加者にとって新たな気づきを得ることが分かった．また，現行実習指導内容への支持と自
信をもたらす場にもなるなど，参加者にとっての学びと気づきを得る有意義な機会となると考える．

　キーワード：�プラットホーム型協議体，ソーシャルワーク実習，実習プログラム，ソーシャルサポー
ト機能

�

�
受付日：2024.2.23
＊１�川崎医療福祉大学
＊２川崎医療福祉大学
＊３川崎医療福祉大学
＊４関西福祉大学
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かしながら，先行研究においては３者（実習指
導者，社会福祉士養成校，実習生）においての
協議に留まっており，ソーシャルワークにおけ
る「知識・技術・価値」の多角的な視点からの
標準的，共通プログラムの検討に関しては十分
でない．
　本研究におけるプラットホーム型協議体の機
能に関する先行研究は散見されず，養成校と指
導者だけでなく，現場の実態を反映させるため
にも社会福祉士会などの職能団体等とも連携を
図っていくことでより多角的な視点で検討がで
き，それぞれの立場の視点によるソーシャル
ワーク実習について意見交換を行う場（プラッ
トホーム）の活用に関して検討する点は有効で
あると考えられる．

２．研究目的

　そこで本研究では多角的な視点による実習プ
ログラムの検討機能を有したプラットホーム型
協議体によるソーシャルワーク実習の構築を模
索し，社会福祉士養成における実践・方法論を
検討することを目的とする．この研究目的は，プ
ラットホーム型協議体に実習指導者が参加した
際の効果要因の構造を明らかにすることである．

３．研究モデル

　本研究での仮説的なモデルは，地域包括ケア
システムが推進される中，講義・演習・実習指
導のみではなく大学をはじめとする社会福祉士
養成校（以下，養成校）とソーシャルワーク実
習指導者のみでの実習プログラムの構築を行う
のではなく，社会福祉士の職能団体である社会
福祉士会や岡山県社会福祉協議会などの職種団
体との連携・調整の強化を行っていく．より多
角的な視点で検討を行うことを目的としたプ
ラットホーム型協議体をモデル（図１）とする．
ソーシャルワーク実習の社会福祉協議会分野の
川崎医療福祉大学・実習指導者・職種団体によ
るソーシャルワーク実習について多角的な視点
による意見交換を行う場（プラットホーム）を
活用し，機能において検討するものである．
　プラットホーム型協議体とは，ソーシャル

させることで社会福祉士に必要な実践能力を習
得できることを志向している．教育内容等の見
直しの主な事項として，特に実習に関する事項
では，ソーシャルワーク実習のねらいを，社会
福祉士としての価値と倫理に基づく支援の実践
能力を養うことや，支援対象となる人々の生活
上の課題（ニーズ）を把握し，内的資源や社会
資源を活用した支援計画の作成と実施及び評
価，施設・機関等が地域の中で果たす役割の実
践的な理解，総合的・包括的な支援における多
職種・多機関，地域住民との連携の在り方と実
践内容の理解，としている．したがって，地域
における多様な福祉的ニーズの実態や連携・協
働，社会資源の開発等を学ぶことができるよう
に実習時間を従来の180時間から240時間に拡充
し，実習施設・機関の範囲についても，新たに
都道府県社会福祉協議会，教育機関，基幹相談
支援センター等を追加し拡大された．さらに，
機能が異なる２以上の実習施設で行うこととし
ている．このことは，主たる対象が同じであっ
てもサービス内容や役割が異なる場所で実習を
行うことにより，多様なソーシャルワーク実践
の理解や，価値・知識・技術の分野・領域を超
えた共通点について理解することを目的として
いる．
　このような教育内容に則り実習・実習指導を
進めていくためには，養成校と実習の受け入れ
先である実習指導者が教育内容のねらいと教育
に含むべき事項を共有することが重要である．
そして，新たに追加された内容等をどのように
実習プログラムに反映させていくべきかを話し
合い，実習プログラム作成と評価を協働して進
めていく必要がある．
　ソーシャルワーク実習における協議・意見交
換を行う場に関する先行研究では，３者（実習
指導者，社会福祉士養成校，実習生）での協議
の必要性が指摘されている研究（守本2015，中
島2014：16-24）が散見される．また３者協議
は①プログラムの実施と評価，②利用者との関
わり方，③ソーシャルワーク実習の認識につい
てのズレの修正という点で必要性を指摘してい
る研究（竹中2020：37-46）が散見された．し
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デル（図1）とする．ソーシャルワーク実習の社会福祉協議会分野の川崎医療福祉大学・1 

実習指導者・職種団体によるソーシャルワーク実習について多角的な視点による意見交換2 

を行う場（プラットホーム）を活用し，機能において検討するものである．  3 

プラットホーム型協議体とは，ソーシャルワーク実習プログラムの構築を一つの事業所4 

のソーシャルワーク実習先指導者のみで行うのではなく，養成校，実習生に加え，社会福5 

祉士の職能団体である社会福祉士会や岡山県社会福祉協議会などの職種団体などとの連携6 

・調整の強化を行っていくことでより多角的な視点で検討する場であると設定した． 7 

 8 

図１ プラットホーム型協議体の構成とその連携 9 

 10 

 11 

Ⅱ．研究方法 12 

1．調査協力者 13 

調査協力者はプラットホーム型協議体の参加者（社会福祉士）である実習指導者3名14 

（男性3名）である．調査協力者の選定は，それぞれ地域性の異なる地域（都市部，島し15 

ょ部，中山間部）にある社会福祉協議会の社会福祉士であること，実習受け入れ年数経験16 

（1年から8年）が異なることである．男女比は今回の調査内容と関係ないため均一性を17 

意識していない．調査協力者の属性は表1のとおりである． 18 

 19 

表１ 調査協力者の属性 20 

 - 4 - 

 1 

 2 

2．調査方法 3 

調査方法はインタビュー調査である．①調査は，Zoomを用いた遠隔調査を実施した．4 

②質問項目は，プラットホーム型協議体に参加したことによる実習指導者の立場で（1）5 

実習スーパービジョンにどのような意義があったか，（2）実習プログラムの理解に変化が6 

あったか，（3）職場全体に影響があったか，について質問した． 7 

 8 

3．分析方法 9 

分析方法は定性的（質的）コーディングである．分析においては「データ，コード，10 

カテゴリーの一覧表」（佐藤2008）（村社2012：17-31）を使用することで，「理論生成の11 

根拠の提示」，「分析プロセスの明示」の要求にも応えている．本研究における定性的コー12 

ディングの手続きは，3段階に分けられる．①グループインタビューによって得られたデ13 

ータ（インタビューの逐語記録）から，意味内容ごとに「コード」を割り出した．②一般14 

化を図るため，先行研究との比較検討を行いつつ，「コード」から「カテゴリー」，さらに15 

「コア・カテゴリー」を生成した．そして，③「カテゴリー」と「コア・カテゴリー」を16 

「説明図式（理論）」へと統合した．①〜③の作業は繰り返し行った． 17 

 また分析では，着目したデータの部分からコードを生成し，解釈の可能性をデータで確18 

認する作業を繰り返すなど，データ解釈の厳密性とその妥当性の要請に応えた．さらに，19 

コード同士，コードとカテゴリー，カテゴリー同士，カテゴリーとコア・カテゴリー，コ20 

ア・カテゴリー同士についても比較分析の作業を継続した．さらに，データ分析の結果21 

は，調査協力者に説明・確認することで分析結果の妥当性を確保した． 22 

 23 

4．倫理的配慮 24 

インタビュー調査にあたっては，調査対象者の所属事業所および対象者に調査の趣旨25 

や任意性・匿名性を口頭および紙面にて説明し，書面による同意を得た．調査への協力の26 
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３．分析方法

　分析方法は定性的（質的）コーディングであ
る．分析においては「データ，コード，カテゴ
リーの一覧表」（佐藤2008）（村社2012：17-
31）を使用することで，「理論生成の根拠の提
示」，「分析プロセスの明示」の要求にも応えて
いる．本研究における定性的コーディングの手
続きは，３段階に分けられる．①グループイン
タビューによって得られたデータ（インタ
ビューの逐語記録）から，意味内容ごとに「コー
ド」を割り出した．②一般化を図るため，先行
研究との比較検討を行いつつ，「コード」から「カ
テゴリー」，さらに「コア・カテゴリー」を生
成した．そして，③「カテゴリー」と「コア・
カテゴリー」を「説明図式（理論）」へと統合
した．①〜③の作業は繰り返し行った．
　また分析では，着目したデータの部分から
コードを生成し，解釈の可能性をデータで確認
する作業を繰り返すなど，データ解釈の厳密性
とその妥当性の要請に応えた．さらに，コード
同士，コードとカテゴリー，カテゴリー同士，
カテゴリーとコア・カテゴリー，コア・カテゴ
リー同士についても比較分析の作業を継続し
た．さらに，データ分析の結果は，調査協力者
に説明・確認することで分析結果の妥当性を確
保した．

４．倫理的配慮

　インタビュー調査にあたっては，調査対象者
の所属事業所および対象者に調査の趣旨や任意
性・匿名性を口頭および紙面にて説明し，書面
による同意を得た．調査への協力の可否は，回
答者による自由意思（任意）とした．また，調
査協力の辞退（拒否）によって何ら不利益も生
じないこと，いつでも回答を中断（辞退）でき
ること等を書面ならびに口頭にて説明したうえ
で調査参加への承諾を得て同意書を交わした．
データの取扱いについては，プライバシーの保
護に努めた．なお，本研究は，2021（令和３）
年４月23日に川崎医療福祉大学倫理委員会に審
査・承認を受けて実施した（承認番号21-008）．

ワーク実習プログラムの構築を一つの事業所の
ソーシャルワーク実習先指導者のみで行うので
はなく，養成校，実習生に加え，社会福祉士の
職能団体である社会福祉士会や岡山県社会福祉
協議会などの職種団体などとの連携・調整の強
化を行っていくことでより多角的な視点で検討
する場であると設定した．

図１　�プラットホーム型協議体の構成と
その連携

Ⅱ．研究方法

１．調査協力者

　調査協力者はプラットホーム型協議体の参加
者（社会福祉士）である実習指導者３名（男性
３名）である．調査協力者の選定は，それぞれ
地域性の異なる地域（都市部，島しょ部，中山
間部）にある社会福祉協議会の社会福祉士であ
ること，実習受け入れ年数経験（１年から８年）
が異なることである．男女比は今回の調査内容
と関係ないため均一性を意識していない．調査
協力者の属性は表１のとおりである．

表１　調査協力者の属性

２．調査方法

　調査方法はインタビュー調査である．①調査
は，Zoomを用いた遠隔調査を実施した．②質
問項目は，プラットホーム型協議体に参加した
ことによる実習指導者の立場で（１）実習スー
パービジョンにどのような意義があったか，
（２）実習プログラムの理解に変化があった
か，（３）職場全体に影響があったか，につい
て質問した．
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を聞くことから〔実習プログラムの参考〕にで
きたことが分かった．

（２）不安の解消

　本カテゴリーは，〔不安の共有〕，〔実習状況
の交換〕，〔支持的サポートの取得〕，〔振り返り
のきっかけ〕の４つのコードで構成される．現
場の実習指導者はほとんど単独で実習指導を
行っていて様々な不安を抱えていることが述べ
られた．ソーシャルワークの知識や技術，価値
を学生に正確に伝えることができているか，実
習プログラムが満足できる内容であるか，「こ
れでいいのか」など不安を抱えながら実習指導
を行っている．プラットホーム型協議体に参加
し他の実習指導者と意見交換することによって
〔不安の共有〕ができ，不安が解消され，自信
をもって指導できるようになったことが分かっ
た．初めて実習生を指導することになった指導
者は，長年実習指導を行ってきた指導者の経験
を聞くことから〔実習状況の交換〕を行い自分
自身の実習指導に参考にしているとのことだっ
た．そして，実習指導に自信を持てるような支
持的声掛けやアドバイスをとおして〔支持的サ
ポートの取得〕できていると述べていた．本プ
ラットホーム型協議体には参加者の指導を受け
て実習をした卒業生が参加していた．彼らから
実習中に感じたことや学んだことを福祉現場で
の働きに参考にしているとの発言があり，卒業
生と指導者間で〔振り返りのきっかけ〕になっ
ていることが分かった．

（３）情報共有

　本カテゴリーは，〔実習の目標の共有〕，〔実
習内容の共有〕，〔新カリキュラムプログラムの
共有〕の３つのコードで構成される．新カリキュ
ラムが始まったばかりで明確な基準が周知され
ていないなか，プラットホーム型協議体は，ソー
シャルワーク〔実習の目標の共有〕を図られる
場となった．参加者は情報共有しながら他実習
先のプログラムを参考にしつつ意識して実習プ
ログラムを定めることにつながったと言ってい
る．地域住民を含む地域への展開方法について

Ⅲ．研究結果

　インタビュー内容を分析した結果，実習指導
者がプラットホーム型協議体に参加することに
よって，指導者自身の実習指導の在り方の再確
認を行いつつ，自信を得られることや今後の実
習指導に前向きな姿勢に変わっていく様子が明
らかになった．
　結果の整理にあたり，コードは〔　〕，カテ
ゴリーは【　】で表記する．６つのカテゴリー
は【学び合い】，【不安の解消】，【情報共有】，【気
づき】，【実習内容への導入】，【職場への協力の
促し】に分類できた．以下において，表２を用
いて説明する．

（１）学びあいの場としての効果

　本カテゴリーは，〔実習内容の共有〕，〔目線
合わせ〕，〔自己研鑽の機会〕，〔実習生指導の参
考〕，〔実習プログラムの参考〕の５つのコード
で構成される．実習指導者がプラットホーム型
協議体へ参加することで，新カリキュラム（2021
年版）における実習で求められるソーシャル
ワークに対する期待や知識や技術について学び
合う場になっていたと言っている（公益社団法
人日本社会福祉士会 2022）（一般社団法人日本
ソーシャルワーク教育学校連盟 2021）．具体的
に各実習先で行われている実習指導について参
加者同士で〔実習内容の共有〕が図られ，互い
に学びあえる有意義な場となっていることが分
かった．実習指導者は新しく指導が必要とされ
た７つのスキル（技術）に関して他実習先で実
際にどのような手法で提供しているかをうかが
い〔目線合わせ〕を行っているとのことだった．
そして，実習指導や業務まで改善していくこと
につながる〔自己研鑽の場〕になっていたこと
が分かった．勤務年数の異なる実習指導者が実
習指導方法や伝え方・見せ方などを話すこと
で，自分の改善すべき部分などに気づき〔実習
生指導の参考〕にできる場となっていた．実習
プログラムを計画する際，まったくイメージで
きなかったがプラットホーム型協議体に参加す
ることによって，大学教員より国や大学の構想
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（５）実習内容への導入

　本カテゴリーは，〔実習指導の認識の変化〕，
〔実習生の主体性の尊重〕〔新カリキュラムの
導入意識の向上〕，〔実習プログラム提示方法の
参考〕の４つのコードで構成される．
　実習指導者が単体で指導し，学生の思いを受
け止めていくものと考えていたが，プラット
ホーム型協議体に参加することで，大学と協働
し役割を分担することが明確になり〔実習指導
の認識の変化〕が生じたことが分かった．学生
が実習に対する悩みや不安，学習内容の不明な
点を教員に相談していることを知り，直接実習
生より聞けていない部分についても実習指導に
生かせる機会となった．また，実習経験卒業生
と協議することで学生時代に実習で取り組みた
かったこと，興味を持ったことについて聞き，
改めて〔実習生の主体性の尊重〕がいかに重要
か気づき，実習生の個性に柔軟に対応すること
に繋がった．新カリキュラムが開始しているこ
とは知っていて「７つの技術」の導入には至っ
ていなかったが，プラットホーム型協議体に参
加し，他の実習先で取り入れる事を聞くことで
〔新カリキュラムの導入意識の向上〕がなされ
たと述べている．本協議体への参加によって，
他の実習先のソーシャルワーク実習プログラム
を実習生に伝える仕方を聞くことによって〔実
習プログラム提示方法の参考〕になっていた．

（６）職場への協力の促し

　本カテゴリーは，〔プラットホーム参加の報
告〕，〔プラットホームの内容の共有〕，〔実習生
指導の依頼〕の３つのコードで構成される．ま
ずは，職場の上司に〔プラットホーム参加の報
告〕を行っている．そこから，「どういう内容
であったのか」と関心を寄せられるようになっ
た．協議の内容を共有することで，実習指導者
が単体で実習生を受けるのではなく，実習先（職
場）全体で受け，協力するようになっていたと
述べている．学校側からプラットホーム型協議
体への参加依頼を送付することで，実習先の管
理者もソーシャルワーク実習を受ける事の意味
や重要性を認識する機会となっていた．そし

お互い情報共有し，具体的な取り組みを分かち
合うことによる〔実習内容の共有〕から他実習
先の考えを知ることになり，とてもよかったと
述べている．2021年版で強調しているソーシャ
ルワーク機能（７つ）について本協議体で共有
し，支援対象となる人々の生活上の課題（ニー
ズ）を把握し，内的資源や社会資源を活用した
支援計画の作成と実施及び評価，施設・機関等
が地域の中で果たす役割の実践的な理解，総合
的・包括的な支援における多職種・多機関，地
域住民との連携の在り方などに関する〔新カリ
キュラムプログラムの共有〕を行う場となった．

（４）気づき

　本カテゴリーは，〔大学への期待〕，〔県社協・
県士会への期待〕，〔肯定感の獲得〕，〔スキルアッ
プ〕の４つのコードで構成される．各実習先で
行っているソーシャルワーク実習について，多
角的な視点で意見交換をすることになり，参加
者にとって多くの気づきが生まれる場となって
いた．参加者は，実習内容やプログラム以外に
も，実習先が行う事業内容などに対する学識経
験者や社会福祉士の立場から異なる視点で見ら
れることから新たな気づきを得られる〔大学へ
の期待〕を述べていた．また，学生の思いや実
習に対する満足度などを大学教員より提供され
ることから気づきを得る場となっていた．さら
に，実習に限らず専門性や価値について気づく
機会となるべく〔県社会福祉協議会・県社会福
祉士会への期待〕が述べられた．プラットホー
ム型協議体へ参加することで，〔肯定感の獲得〕
がいかに重要であるか気づいたと言っている．
そこから実習生に対しても肯定的態度で接する
よう気を付けることになっていたと言ってい
る．〔スキルアップ〕とは，実習指導を経験す
ることからソーシャルワークの知識と実践を結
び付けていける事や社会福祉士としてのスキル
アップを図っていけると気づいていることが明
らかであった．そして，専門職としての実習の
価値を高める担保になると気づいたと述べてい
る．
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参加の報告〕を行っている．そこから，「どういう内容であったのか」と関心を寄せられ1 

るようになった．協議の内容を共有することで，実習指導者が単体で実習生を受けるので2 

はなく，実習先（職場）全体で受け，協力するようになっていたと述べている．学校側か3 

らプラットホーム型協議体への参加依頼を送付することで，実習先の管理者もソーシャル4 

ワーク実習を受ける事の意味や重要性を認識する機会となっていた．そして，他の社会福5 

祉協議会の実習内容やプログラムを持ち帰ることで，職場で〔プラットホームの内容の共6 

有〕を図ることによって，内部での共有を行う契機となっていた．また実習内容だけでな7 

く，社会福祉協議会の活動や事業も含めて参考になっていた．実習生を受け入れる際に，8 

地域福祉課が単体で引き受けていたが，他の実習先の意見を聞くことから〔実習生指導の9 

依頼〕は実習指導者以外の他部署にも伝えることが重要であると認識できた．実際に他部10 

署から実習指導についてアドバイスを受けるなどした．そこから，社会福祉協議会全体で11 

育てていくという土壌が生成でき，意識に変化をもたらす機会となっていたといえる． 12 

表２ インタビューの内容（カテゴリーとコード） 13 

 14 

カテゴリー コード データの一部

(1)学びあい 1)実習内容の共
有

・ソーシャルワークの実習の中で，「職場」「職種」「ソーシャルワーク」，それを組み立てるときに，最初は本
当に４週間，24日間の中で，もちろん意識はしながらそれぞれを組み込んでいけました．

2)目線合わせ ・新カリになって実習中に取り組まなければならない機能（ネゴシエーションやファシリテーション，プレゼ
ンテーション）のようなものをどのような手法で使っていこうかの共有ができました．

3)自己研鑽の機
会

・自己研鑽につながってきたと感じます．
・部分の改善点とか，こうしたほうがいいんだろうなっていうようなことで，業務のほうも徐々に改善をし
ていっていたというところがありました．

4)実習生指導の
参考

・参加し，学生に対しネゴシエーションと介入のところが求められることから，地域の懇談会的なものを企
画し自分たちで働きかけることができました．
・社協がお膳立てして参加してもらうのではなく，主体的な実習を実施していけるようになりました．

5)実習プログラ
ムの再考

・地域で動いていく実習をイメージしているようになりました．
・新カリになって実習中に取り組まなければならない機能（ネゴシエーションやファシリテーション，プレゼ
ンテーション）のようなものをどのような手法を使っていこうかの共有ができました．

(2)不安の解消 6)不安の共有 ・単独で社協が実習を受け入れていると不安になったり確認ができないが確認し合いながら実習を受け
入れることができました．
・新たに出てきた問題に社協がどう対応したかという情報交換ができました．
・「本当にこれでいいのか」ということがよその社協の実習の様子などを聞き確認ができました．

7)実習状況の交
換

・どうやって介入させようか，どうやってネゴシエーションさせようかと悩むが長年受け入れている社協
を参考にしていけばよいと感じました．

8)支持的サポート
の取得

・自分の社協がやっていることが間違っていないのだろうと感じることができました．

9)振り返りのき
かっけ

・実習を受けた卒業生がプラットホーム協議会に入ることで，実習で感じていたこと，就職したあとでこう
考えたなどを参考にしたいと思いました．

(3)情報共有 10)実習目標の共
有

・期間で実施（目的）のすみわけをしながらプログラムを立てている点が参考になり，そこを意識すること
の重要性を再確認することができました．

11)実習内容の共
有

・それぞれの社協担当者が色々なことを考えているのかを知れたことがよかったと思いました．

12)新カリキュラ
ムプログラムの共
有

・新たに実習を受ける社協の参考になると感じました．
・新カリでは，学生に対しSW機能（ネゴシエーションと介入）が必要であることを知りました．
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 1 
Ⅳ．考察 2 

本研究の目的は，多角的な視点を有した実習プログラムの検討を見据えたプラットホ3 

ーム型協議体によるソーシャルワーク実習の構築を模索し，社会福祉士養成における実践4 

・方法論を検討し，プラットホーム型協議体に実習指導者が参加した際の効果要因の構造5 

を明らかにすることであった． 6 

そこで本稿では，このプラットホーム型協議体の意義と機能を検証するために仮説的7 

モデルを作成した．そして，実際にプラットホーム型協議体に参加した実習指導者（社会8 

福祉士）3名にインタビュー調査し，内容分析を行ない，その結果，抽出されたカテゴリ9 

ー，コードを用い，説明概念図（図2）を作成した． 10 

 11 

図2 プラットホーム協議体の機能（概念説明図） 12 

(4)気づき 13)大学への期待 ・大学が介入することで実習生との関わりも円滑にできる．実習生も安心して実習が行えると感じました．
・教員にもみてもらって，ここはこうしてほしいとか，言ってもらえたら次に反映させることができました．

14)県社協，県士
会への期待

・他機関とのパイプという意味で社会福祉士会がプラットホーム協議会に入ることは意味がありました．

15)肯定感の獲得 ・こっちが考えていたこともいいですねと言ってもらえれば自分たちの自信にもなっていくと思いました．

16)スキルアップ ・知識と実践を結び付けるのが実習であればこそ，きちんとそこを伝えていかなければいけなかったのか
なというふうに思いました．
・社協の指導者としての視点だけでなく，ソーシャルワーカーとしての視点がいただけてありがたかった
です．
・社会福祉士である専門職としての実習の価値を高める担保になると感じました．
・関わる社会福祉士のスキルアップにつながると感じました．

(5)実習内容へ
の導入

17)実習指導の認
識の変化

・言いにくいことは，大学の教員へ言えていたことが分かったと思いました．

18)実習生の主体
性の尊重

・指導の仕方を学生の個性に柔軟に合わせるということを考える機会になりました．

19)新カリキュラ
ム導入意識の向上

・実習生に対して，いかに専門職としての指導ができるか，そのスーパーバイズができるかっていうよう
なところっていうのは，特に今回意識をしました．

20)実習プログラ
ム提示方法の参考

・他の社協の動きが分かった．1日目はソーシャルワーク実践の中ではプレゼンテーション，2日目はファ
シリテーションが実施目標など明確な提示が参考になりました．

(6)職場への協
力の促し

21)プラットホー
ム参加の報告

・職場は，単純に「この会（プラットフォーム）があります」ということを上司にあげたりしました．
・「どんな話やった？」と聞かれるようにはなりましたし，「実習どうやった？」って聞かれることも増えた
気がしました．

22)プラットホー
ムの内容の共有

・職場内での調整というか，上司の方を含め職場内で苦労されているが，メリットであることを共有する
必要性がありました．
・他の職員に業務に同行してもらったり，担当させてもらったりというようなことも考えれば，ある程度プ
ログラムっていうのも重要だなっていうふうに思いました．

23)実習生指導
の依頼

・A市社協では実習の内容を各部署で分担して実施しているので，各部署の実習を受け入れる意識は変
わってきました．
・実習指導者以外にも他部署に社会福祉士が存在し，実習をこうしたらいいのではとアドバイスをもらえ
ました．
・社協全体で育てていこうという土壌があると感じました．
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の実習先の意見を聞くことから〔実習生指導の
依頼〕は実習指導者以外の他部署にも伝えるこ
とが重要であると認識できた．実際に他部署か
ら実習指導についてアドバイスを受けるなどし
た．そこから，社会福祉協議会全体で育ててい
くという土壌が生成でき，意識に変化をもたら
す機会となっていたといえる．

て，他の社会福祉協議会の実習内容やプログラ
ムを持ち帰ることで，職場で〔プラットホーム
の内容の共有〕を図ることによって，内部での
共有を行う契機となっていた．また実習内容だ
けでなく，社会福祉協議会の活動や事業も含め
て参考になっていた．実習生を受け入れる際
に，地域福祉課が単体で引き受けていたが，他

表２　インタビューの内容（カテゴリーとコード）
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プラットホーム・ソーシャルサポート機能（発現と強化）

場の共有 気づきの促進
理解・意識の

変化
実習指導への
意欲の向上

話を聴く,話をする，現状を確認する
課題を提示する，課題を共有する

【気づき】
[大学への期待]

[県社協への期待]
[肯定感の獲得]
[スキルアップ]

【学び合い】
[実習内容の共有]

[目線合わせ]
[自己研鑽の機会]

[実習生指導の参考]
[実習プログラムの参考]

【不安の解消】
[不安の共有]

[実習状況の交換]
[支持的サポートの取得]
[振り返りのきっかけ]

【実習内容への導入】
[実習指導の認識の変化]
[実習生の主体性の尊重]

[新カリキュラムの導入意識向上]
[実習プログラム提示方法の参考]

【職場への協力の促し】
[プラットホーム参加の報告]

[プラットホームの内容の共有]
[実習生指導の依頼]

【情報共有】
[実習目標の共有]
[実習内容の共有]

[新カリキュラムプログラムの共有]

手段的サポート
機能

情緒的サポート
機能

検討する，反応を知る，振り返る，内
省する，評価する

意見を出す，動機付ける，計画を立てる，
行動する，実践する，期待する

社会福祉士会 大学（養成校） 県社協 事業所卒業生

＜プラットホームの構成＞
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ことであった．
　そこで本稿では，このプラットホーム型協議
体の意義と機能を検証するために仮説的モデル
を作成した．そして，実際にプラットホーム型
協議体に参加した実習指導者（社会福祉士）３
名にインタビュー調査し，内容分析を行ない，
その結果，抽出されたカテゴリー，コードを用
い，説明概念図（図２）を作成した．

Ⅳ．考察

　本研究の目的は，多角的な視点を有した実習
プログラムの検討を見据えたプラットホーム型
協議体によるソーシャルワーク実習の構築を模
索し，社会福祉士養成における実践・方法論を
検討し，プラットホーム型協議体に実習指導者
が参加した際の効果要因の構造を明らかにする

図２　プラットホーム協議体の機能（概念説明図）

１．プラットホーム型協議体の構造

　実習プログラムの検討を見据えたプラット
ホーム型協議体は①プラットホームの構成，②
機能の発現と強化のプロセス，③協議体として
の機能として表わされる．

①プラットホームの構成

　プラットホーム型協議体の構成メンバーは，
社会福祉士会（職能団体），大学（養成校），卒
業生（実習経験者），県社会福祉協議会（職種
団体），事業所（サービス提供者）である．本
プラットホーム協議体には，福祉に従事する複
数の団体の専門職が参加する．そして，その場

で，参加者が相互に連携・調整を図り，多角的
な視点でソーシャルワーク実習の意義や，質の
高い実習プログラムの構築に向け，これらを検
討し議論する．
②機能の発現と強化のプロセス

　プラットホーム型協議体は，機能を果たす上
で，プロセス性を有していた．本プラットホー
ム型協議体での協議のなかで，それ自体の機能
が段階的に強化されていた．具体的には，協議
体での検討が進行するなかで，①「場の共有」
（話を聴く，話をする，現状を確認する，課題
を提示する，課題を共有する），②「気づきの
促進」（検討する，反応を知る，振り返る，内
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リキュラムでの【実習内容への導入】に向けた
動機付けがなされていた．

（２）情緒的サポート機能

　現場の実習指導者は，国からのガイドライン
や大学側からの実習目標に向けて，時には一人
で試行錯誤を繰り返しながら，ある意味孤独な
状況の中で実習生を指導しているかも知らな
い．そこで，プラットホームの場で【情報共有】
する，悩みを打ち明けることを通し，他参加者
から実習運営に対する支持を得て，実習指導上
の不安の緩和，さらには【不安の解消】，すな
わち情緒的サポートを受けることにより，実習
指導内容への支持と自信をもたらす場となるこ
とが意義といえる．また，新規・単独で実習を
受け入れていると実習指導に確信が得られず不
安になる場合もあるが，本協議体（プラットホー
ム）に参加することで，確認し合いながら実習
を受け入れることができたとの語りからも，本
協議会の意義が明らかになっている．

（３）手段的サポート機能

　プラットホーム型協議会は，参加者にとっ
て，そこでの【情報共有】を通し，【学び合い】
【気づき】の機会となり，新カリキュラムの【実
習内容の導入】に向けた準備の場として機能し
ていた．そして，参加者は，本協議会にて，実
習プログラム作成の向上につなげる手段的サ
ポートを享受していた．具体的には，実習の実
施目標の明確化と設定の仕方（ソーシャルワー
ク技術を意識した目標設定と実習展開），実習
生がフィールドで活動する際の注意点の提示
（地域住民への説明や協力の依頼の手順や方
法），実習生への指導の仕方（学生との関係の
作り方，実習生の「悩み」の受け止め方とその
対応），実習生への実習評価の仕方等，すなわ
ち，実習を実施する際に求められる実習指導者
の意識，思考，実習内容，方法に直接的につな
がる有益な情報や事項を取得できる点から，本
協議会が手段的サポート機能を有していると考
えることができる．

省する，評価する），③「実習指導への意欲の
向上」（意見を出す，動機付ける，計画を立てる，
行動する，実践する，期待する）と，参加者の
理解，意識や認知に変化を見ることができた．

③協議体としての機能

　プラットホーム型協議体の機能には，ソー
シャルワーク機能の内容が含まれていた．抽出
された上記６つのカテゴリー，23のコード，そ
れらの関連性の分析から，本プラットホーム型
協議体が「ソーシャルサポート」の機能（小牧・
田中1993）：「手段的サポート機能」「情緒的サ
ポート機能」「情報的サポート機能」「評価的サ
ポート機能」を有し，これらを特徴とした協議
体であることが明らかになった．本来，ソーシャ
ルサポートは，福祉実践等において，支援する
従事者等が，その専門職として用いる技能であ
ると解されるが，本プラットホーム型協議体の
複数の構成メンバーと，参加者間での意見交
換，その相互作用により，実習プログラム構築
に向けた検討，その協議の進行のうちに，ソー
シャルサポートの機能が発揮されていたと考え
ることができる．

２．プラットホーム型協議体によるソーシャル

サポート機能

（１）情報的サポート機能

　プラットホーム型協議会では，参加者の間で
幅広い【情報共有】の機会となっていた．勤務
期間の違いや職場での地位に関係なく，新カリ
キュラムに関する情報やそれに伴う実習内容の
方向性について，実習生への指導という共通の
関心事から率直に意見を述べ合うことにより，
実習指導上の不安が共有され，多様で多角的な
情報交換により，最新の社会福祉士養成課程の
教育内容や現場実習内容及び到達点などについ
て他実習先の取り組みについての有益な情報を
得ていた．そして，本協議体が【学び合い】の
場となり，ここで，従来からの実習指導の内容
や指導方法を振り返る経験となるとともに，新
カリキュラムでの実習の意義や目標や新たな内
容に【気づき】，その相互理解のもとで，新カ
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据え構築したプラットホーム型協議体が，参加
者としての実習指導者の意識の変容や，彼ら自
身を支え強化するソーシャルサポート機能とし
て意義をもったことは，実習教育における新た
な知見を示唆したといえよう．一方で，本研究
においては，インタビュー調査を実施した調査
協力者が３名に限られ，聴取した意見や経験が
限定的であるために，成果をより一般化するた
めには，さらなるデータの蓄積が求められる．
また，本研究におけるプラットホーム型協議体
は社会福祉協議会を実習施設として想定し，調
査対象者も社会福祉協議会の実習指導者（社会
福祉士）に限定して実施している．そのため，
本研究で得られた知見は，社会福祉協議会を実
習施設とする分野の特徴や傾向が影響している
可能性は否めず，今後は本知見をもとに他施
設・他分野での実習・プラットホーム型協議体
へ拡げ，展開していくことが求められる．さら
に，本研究では実習プログラムの検討を見据え
たプラットホーム型協議体の効果に焦点化して
いるため，その実習プログラムの遂行や内容の
効果測定には至っていない．実習後の実習生の
学習成果や評価に対しプラットホーム型協議体
が果たす意義と効果については，今後の研究展
開として期待される．
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会的要請に応えるためのソーシャルワーク実習
プログラムのあり方を模索・検討することを見
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The Significance of Platform-type Consultation Bodies in Social Work Training 
～ Through Practical Training at the Social Welfare Council ～

Ryuuji NAKAO　Tatsuya NAKAI　Nobuo OKAMOTO　Toshiharu OKAZAKI

−Abstract−
　The purpose of this study is to explore practice and methodology in the training of social workers, 
aiming to build a platform-type consultative body from a multifaceted perspective with a view to 
examining social work practicum programs. Interviews were conducted with three practicum 
instructors. A qualitative method was used for the analysis. As a result, six categories were extracted: 
［Learning from each other］, ［Relieving anxiety］, ［Information sharing］, ［Awareness］, ［Introduction 
to practicum content］, and ［Encouraging cooperation in the workplace］. Differences in insight were 
observed in the extracted categories due to the survey subjects' experience in teaching practicums, 
the number of years they have been accepting participants, and the characteristics of their affiliated 
organizations. It was found that in platform-type consultative bodies, participants with different 
experience in teaching social work practicums and affiliated organizations can exchange diverse 
information, and by forming a place of learning together centered on the practicum program, 
participants can gain new awareness. It is also believed to be a meaningful opportunity for 
participants to learn and gain awareness, as it can provide support and confidence in the current 
practicum teaching content.

Key words：Platform type council，social work training，training program，social support features
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Ⅰ．研究の背景および目的

１．研究の背景

　我が国の高齢化率は，2022年に29.0％となっ
た（内閣府 2023）．認知症高齢者数は2025年に
730万人にまで急増し，高齢者の20.0％が認知
症になると推計されている（二宮 2015）．終末
期において，重度の認知症や脳血管疾患などに
よる認知機能の低下により，約70％の高齢者が
自ら意思決定できない状態にあると報告されて
いる（Silveira et al．2010）．人生の最終段階
における医療・ケアの選択に本人の意向をどう
反映するかは，特に認知症高齢者への支援の大
きな課題となっている．

　厚生労働省（2018a）は，終末期医療の決定
プロセスに関するガイドラインを改訂し，「人
生の最終段階における医療・ケアの決定プロセ
スに関するガイドライン」を公表した．このガ
イドラインは，諸外国で普及しつつある「ACP
（アドバンス・ケア・プランニング：人生の最
終段階の医療・ケアについて，本人が家族等や
医療・ケアチームと事前に繰り返し話し合うプ
ロセス）」（厚生労働省 2018b：1）の概念を盛
り込んだ上で，「担当の医師ばかりでなく，看
護師やソーシャルワーカー，介護支援専門員等
の介護従事者などの，医療・ケアチームで本人・
家族を支える体制を作ることが必要」（厚生労
働省 2018b：2）という考えに基づき策定され
た．同年には「認知症の人の日常生活・社会生
活における意思決定支援ガイドライン」（厚生
労働省 2018c）も発表され，ケアを提供する専
門職種や行政職員の例に，社会福祉士，精神保
健福祉士，地域包括支援センター職員などが挙

論　　文 �

ソーシャルワーク実践モデルを活用した認知症高齢者対象の
アドバンスケアプランニングに関する文献研究

牧　原　拓　矢＊１　
越　智　あゆみ＊２　
細　羽　竜　也＊３　

―抄　録―
　人生の最終段階における医療・ケアの選択に本人の意向の反映は，認知症高齢者への支援の大きな課
題である．本研究の目的は，認知症高齢者対象のアドバンスケアプランニング（ACP）実践の知見をソー
シャルワーク実践モデルの視点から体系的に整理し，これまでの実践内容と今後の実践課題を明らかに
することであった．文献研究から，以下の知見を得た．（１）人生の最終段階での治療やケアの意向は，
本人より家族介護者の介護や生活状況が延命治療の選択に影響するも，ACPを実践することにより本
人の意向に応えることができる可能性が示された．（２）人生の最終段階で意思が表明できなくなった
場合の準備と，認知症高齢者の意思を汲み取る工夫がACP実践に期待されていた．考察では，実践現
場において介護支援専門員やソーシャルワーカーが認知症高齢者に対して，積極的にACPを実践し，
より本人の意思を汲み取ることができるよう知見を積み上げる必要性を述べた．

　キーワード：�アドバンスケアプランニング，認知症高齢者，ソーシャルワーク実践モデル，意思決定
支援，人生の最終段階

�

�
受付日：2024.2.23
＊１��県立広島大学大学院
＊２県立広島大学
＊３県立広島大学
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できる．
　ACPへの期待に対するわが国の実情とし
て，角田（2015）は，実際にACPとは具体的
に何をすればよいのかが明確にならないまま，
臨床現場ではそれぞれが手探りで，ACP実践
に役立てようと苦労していると述べている．加
えて，1983年～2014年の日本語文献のレビュー
を行った結果，ACPに関する文献数は2010年
以降から飛躍的に増えているが解説が多く，
ACPは重要であるとの言及に留まっていると
指摘している．
　Hirakawa et al．（2018） は，ACPは， 本 人
とその家族がACPを行う準備ができた時に成
功する可能性があり，個々のニーズを把握する
介護支援専門員とソーシャルワーカーは，本人
やその家族がACPのプロセスに参加する準備
ができているか，評価する必要があると述べて
いる．また，身体的・心理的・社会的状況の変
化により，ACPのプロセスに参加する準備状
況は個々で異なるため，新たにACPプロセス
に参加する本人だけでなく，すでにACPに参
加している本人に対しても評価する必要性が示
されている．これらにより，介護支援専門員と
ソーシャルワーカーは，人生の最終段階に関し
て前向きな対話が行えるような環境をつくるた
め，本人と良好な信頼関係を築くことが重要で
あると指摘している．
　このHirakawa et al．（2018）の指摘から，
筆者らは，これまでの認知症高齢者に対する
ACP実践をソーシャルワーク実践モデルに基
づいて分析し，体系的整理を試みることで，今
後，一層，必要性が高まると予想される認知症
高齢者に対するACP実践に関する研究の発展
に資することができるのではないかと考えた．
体系的整理にあたって，石川（2019）による「４
つのシステムからみた３つの実践レベル」とい
う枠組みに着目した．この枠組みは，横軸にミ
クロ・メゾ・マクロの実践の枠組みを配置し，
縦軸にPincus & Minahan（1973）によるシス
テムモデルの４分類（ワーカー・システム，ク
ライエント・システム，ターゲット・システム，
アクション・システム）を配置したものである．

げられている．
　これらのガイドラインから，医師や看護師だ
けでなく，ソーシャルワーカー，介護支援専門
員などにも，認知症高齢者を対象とした意思決
定支援の実践が求められていることが確認でき
る．具体的なACP実践には，治療やケア等に
関する本人の意思決定支援や，意思決定できな
くなった時に備えて，家族等が将来の医療に関
する本人の意向を理解し，代理意思決定を行う
際の精神的負担感の軽減等が期待されている．
一方で，先行研究からは，医療・ケア等のサー
ビスに認知症高齢者の意思が十分に反映されて
いない実践現場の実態がうかがえる．例えば，
上村ら（2013）によれば，人生の最終段階にお
いて，本人の意思が確認できなかった要因とし
て，最も多いのは認知症であった．濵﨑・片山
（2021）によると，認知症軽度の場合には，日
常生活に関する内容に関しては本人への意思確
認が行われる傾向にあるものの，認知症中等
度・重度になると，日常生活上の選択・治療の
選択等に関する内容については，本人ではな
く，家族への意思確認が行われる傾向にあるこ
とが示されている．牧原ら（2023）は，代理意
思決定を担う割合が高い家族が代理意思決定を
経験した心情としては，後悔・閉塞感・選択に
対する揺らぎと不安が示され，家族に精神的負
担感があることが明らかにされている．
　菊本ら（2022）によると，代理意思決定者の
選定が認知症高齢者のACPの特性の１つとし
て捉えられている．星野（2023）は，意思決定
において本人が決定できないことや，すぐに答
えが出せないことも保障するという考え方（ミ
クロシステム）や，個人のみならず，周囲への
意思決定支援という考え方を育てる（メゾシス
テム）こともソーシャルワーク実践であると述
べている．さらに，社会全体として価値観や多
様性の尊重が根付くようなソーシャルワーカー
の関与（マクロシステム）が重要であると述べ
ている．認知症高齢者の意思決定を支援する
ACPの取り組みは，まさにソーシャルワーク
実践におけるミクロ・メゾ・マクロシステムで
の意思決定支援に該当するものと捉えることが

− 39 −



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 対象論文の選定フロー 
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図１　対象論文の選定フロー
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（１）文献検索の過程

　谷本ら（2018）は，国内外の研究論文の検索
に 医 学 中 央 雑 誌Web版 とCINAHL Plus with 
Full TextとMEDLINE with Full Textの同時検
索システム（CINAHL/MEDLINE）を用い，
2011年１月から2017年４月時点までの文献を
キーワード検索していた．医学中央雑誌Web版
では「アドバンスケアプランニング」OR「Advance 
care planning」で検索し，原著および抄録あり
で絞り込んでいた．また，CINAHL/MEDLINE
では「Advance care planning」AND「Japan」
で検索し，抄録ありで絞り込んでいた．本研究
では，この検索方法を参考に，医学中央雑誌
Web版では「アドバンスケアプランニング」OR
「Advance care planning」AND「認知症」で
検索し，原著および抄録ありで絞り込みを行っ
た．また，CINAHL/MEDLINEでは，キーワー
ド「Advance care planning」AND「Japan」
AND「Dementia」で検索し，抄録で絞り込みを
行った．なお，2017年４月までの文献は谷本ら
（2018）で取り上げられていることから，本研
究では，2017年４月から2023年１月までに期間を
限定し，2023年２月１日に検索した．

筆者らは，この枠組みを活用することで，誰が，
誰を対象として，どのようにアプローチするの
かを明確化でき，包括的にソーシャルワーク実
践を分析することができると考えた．

２．研究の目的

　本研究の目的は，石川（2019）の枠組みを用
いて，認知症高齢者対象のACP実践の知見を，
ソーシャルワーク実践モデルの視点から体系的
に整理し，これまでの実践内容と今後の実践課
題を明らかにすることとした．
　

Ⅱ．研究対象および研究方法

１．文献検索と文献の選択過程

　本研究の方法は，文献研究である．2023年１
月28日に，Ciniiで，「アドバンスケアプランニ
ングAND日本AND文献レビュー」をキーワー
ドにして検索したところ，わが国のACP研究
をレビューした文献（谷本ら 2018）が抽出さ
れた．そこで，谷本ら（2018）による研究論文
の抽出方法を参考に，次の手順で本研究を進め
ることとした．
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用者の自助グループや同様の課題をもつ団
体の組織化等」

（�ｂ）論文の結果の内，主要な内容を抜き出し
て要約・コード化した．

（�ｃ）類似したコード内容をもとにカテゴリー
を作成した．

　要約・コード化の方法には，質的記述的研究
（グレッグら 2016）を用いた．分類とコード
の抽出，カテゴリー生成の確証性を確保するた
め，筆者ら ３名で討議を重ね決定した．なお，
筆者ら全員が質的研究の経験者である．

３．倫理的配慮

　本研究では，一般社団法人日本社会福祉学会
研究倫理規程ならびに日本社会福祉学会研究倫
理規程にもとづく研究ガイドラインを遵守した．

Ⅲ．結果

１．文献の抽出結果

　本研究の対象文献17件の一覧を，表１に示し
た．日本語文献３件，英語文献14件であった．
方法は，質問紙調査９件，インタビュー調査４
件，資料調査２件，コホート調査１件，翻案事
例の調査１件であった．対象は，認知症高齢者
本人４件，家族（介護者を含む）４件，専門職
（医師，看護師，介護支援専門員，医療ソーシャ
ルワーカーなど）４件，本人及び家族（付き添
いの支援者を含む）２件，医療従事者及び家族
介護者１件，事前ケアプランのトレーニング・
ツールキットの翻案作業１件，地域住民１件，
であった．

２．文献の分類結果

　石川（2019）の枠組みに沿って分類した結果，
クライエント・システム×ミクロレベル８件，
ワーカー・システム×メゾレベル５件，ワー
カー・システム×ミクロレベル２件，クライエ
ント・システム×メゾレベル１件に分類でき
た．地域住民に調査を行った研究１件（赤津ら 
2018）は，ワーカー・システムやクライエント・
システムに該当しない研究と考えられたため，

　対象論文の選定フロー（図１）の通り，計52
件が抽出された．

（２）文献選択過程

　谷本ら（2018）の除外基準は，（１）重複論文，
（ ２） タ イト ル ま た は 抄 録 にadvance care 
planning（ACP）を含まない論文，（３）症例報
告などの研究データを含まない論文であった．
これを参考に，本研究の除外基準は，（１）ACP
に関する題目ではない論文，（２）日本の研究で
はない論文，（３）レビュー論文，（４）重複論文，
（５）実践報告，論説，紀要論文，（６）タイト
ルまたは抄録にAdvance care planning（ACP）
とdementia（認知症）を含まない論文とした．
除外の結果，本研究の対象文献は17件となった
（図１）．

２．分析方法

　対象文献について，石川（2019）の枠組みに
従って，以下の手順で分類を行った．
（�ａ）分類は，社会福祉学を専攻とする研究者

と，10年以上の経験がある福祉専門職の２名
で，石川（2019：33）による以下の整理に準
拠して実施した１）．なお，石川（2019）は，
ターゲット・システムはワーカー・システム
やクライエント・システムに比べて多様・複
雑で広範囲に及ぶこと，アクション・システ
ムはターゲット・システムとは密接な関係に
あり明確な区分は難しいと述べていることか
ら，本研究では，研究結果の要約の対象を，
ワーカー・システムとクライエント・システ
ムのみに限定することとした．

　・�ワーカー・システム×ミクロレベル：「ワー
カー個人やワーカー仲間（個人レベルでの
専門職知識や技術の向上など）」

　・�ワーカー・システム×メゾレベル：「ワーカー
が所属する組織，専門職団体等の働きかけ
等（専門職による会議等も含む）」

　・�クライエント・システム×ミクロレベル：
「利用者や家族へのアプローチ（従来のク
ライエントとその家族に対する支援，援助）

　・�クライエント・システム×メゾレベル：「利
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よ

る
生

活
支

援
」

「
認

知
症

ケ
ア

チ
ー

ム
」「

地
域

の
絆

」
と

い
っ

た
９

つ
の

テ
ー

マ
が

浮
か

び
上

が
っ

た
．

赤
津

・
間

辺
・

竹
尾

・
ほ

か

大
都

市
旧

ニ
ュ

ー
タ

ウ
ン

在
住

高
齢

者
へ

の
死

後
を

含
め

た
事

前
指

示
に

関
す

る
意

識
調

査
と

啓
発

介
入

効
果

20
18

地
域

住
民

の
意

識
を

ア
ン

ケ
ー

ト
形

式
で

把
握

し
，

講
演

（
啓

発
活

動
）

で
の

変
容

を
捉

え
る

．
質

問
紙

調
査

地
域

住
民

35
人

途
中

退
出

者
が

数
名

発
生

し
た

た
め

，
前

後
変

容
に

関
し

て
は

，
統

計
的

解
析

は
不

可
能

で
あ

っ
た

が
意

識
変

容
の

傾
向

は
得

ら
れ

た
．特

に
死

後
の

対
応（

献
体

）に
関

し
て

は
有

意
差

を
も

っ
た

意
識

変
化

を
認

め
た

．
ま

た
蘇

生
・

延
命

の
希

望
者

数
と

救
急

搬
送

希
望

者
数

に
乖

離
を

認
め

た
．

H
am

an
o 

J.
, 

O
is

h
i 

A
., 

K
iz

aw
a 

Y
., 

et
 

al
.

Id
en

tifi
ed

 P
al

lia
tiv

e 
Ca

re
 A

pp
ro

ac
h 

N
ee

ds
 w

it
h 

SP
IC

T
 i

n 
F

am
il

y 
P

ra
c

ti
c

e
: 

A
 P

re
li

m
in

a
ry

 
O

bs
er

va
tio

na
l S

tu
dy

.

20
18

SP
IC

T
を

用
い

て
判

定
さ

れ
た

，
緩

和
ケ

ア
ア

プ
ロ

ー
チ

が
必

要
な

家
庭

医
患

者
の

日
本

に
お

け
る

有
病

率
と

特
徴

を
探

る
．

質
問

紙
調

査
平

均
年

齢
79

.0±
7.4

歳
の

患
者

87
人

８
人

（
9.2

％
）

の
患

者
に

緩
和

ケ
ア

ア
プ

ロ
ー

チ
が

必
要

で
あ

る
と

確
認

さ
れ

た
．

緩
和

ケ
ア

を
必

要
と

し
た

患
者

の
平

均
年

齢
は

82
.3±

8.3
歳

で
，

主
な

基
礎

疾
患

は
心

臓
・

血
管

疾
患

（
37

.5％
），

認
知

症
・

虚
弱

（
25

.0％
）

お
よ

び
呼

吸
器

患
者

（
12

.5％
）

で
あ

っ
た

．
緩

和
ケ

ア
ア

プ
ロ

ー
チ

の
必

要
性

を
指

摘
さ

れ
た

患
者

８
人

の
う

ち
，か

か
り

つ
け

医
と

事
前

ケ
ア

プ
ラ

ン
に

つ
い

て
話

し
合

っ
た

の
は

２
人

の
み

で
あ

っ
た

．

S
h

a
k

u
 F

., 
T

su
ts

um
i 

M
., 

N
ak

am
ur

a 
A

., 
et

 a
l.

F
ac

to
rs

 R
el

at
in

g 
to

 C
ar

eg
iv

er
s' 

P
re

fe
re

nc
e 

fo
r 

A
dv

an
ce

 C
ar

e 
Pl

an
ni

ng
 o

f 
Pa

tie
nt

s 
in

 J
ap

an
: A

 
Cr

os
s-S

ec
tio

na
l S

tu
dy

.

20
19

延
命

治
療

を
含

む
患

者
の

事
前

ケ
ア

プ
ラ

ン
（

A
CP

）
に

対
す

る
在

宅
介

護
者

の
嗜

好
と

そ
の

関
連

要
因

を
検

討
す

る
．

質
問

紙
調

査
在

宅
介

護
者

30
9人

半
数

以
上

が
患

者
の

延
命

治
療

の
選

択
に

つ
い

て
わ

か
ら

な
い

と
回

答
し

た
．

性
別

，
同

居
人

数
，

医
師

か
ら

の
説

明
の

理
解

度
，

介
護

期
間

な
ど

が
介

護
者

の
LS

T
嗜

好
と

有
意

に
関

連
し

て
い

た
．

H
ir

ak
aw

a 
Y

., 
H

o
ri

e
 K

., 
Ch

ia
ng

 C
., 

et
 

al
.

C
h

a
ll

e
n

g
e

s 
to

 S
u

cc
e

ss
fu

l 
C

om
m

un
it

y-
ba

se
d 

In
te

gr
at

ed
 

A
p

p
ro

ac
h

 t
o 

D
em

en
ti

a:
 A

 
Q

ua
lit

at
iv

e 
St

ud
y.

20
19

認
知

症
高

齢
者

の
管

理
に

お
け

る
地

域
ベ

ー
ス

の
統

合
的

ア
プ

ロ
ー

チ
を

成
功

さ
せ

る
た

め
の

主
要

な
課

題
を

明
ら

か
に

す
る

．

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

調
査

医
療

従
事

者
24

人
家

族
介

護
者

13
人

家
族

介
護

者
へ

の
実

用
的

で
わ

か
り

や
す

い
情

報
の

提
供

，
認

知
症

ケ
ア

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

と
助

け
を

必
要

と
し

て
い

る
認

知
症

高
齢

者
や

そ
の

家
族

の
マ

ッ
チ

ン
グ

を
目

指
す

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

の
推

進
，

高
齢

者
と

医
療

従
事

者
間

双
方

へ
の

A
CP

の
意

識
付

け
の

必
要

性
が

明
ら

か
と

な
っ

た
．

T
su

d
a

 K
., 

H
ig

uc
hi

 A
., 

Y
ok

oy
am

a 
E.

, 
et

 a
l.

Ph
ys

ic
ia

n 
D

ec
isi

on
-M

ak
in

g 
Pa

tt
er

ns
 

an
d 

F
am

il
y 

P
re

se
nc

e:
 C

ro
ss

-
Se

ct
io

na
l 

O
nl

in
e 

Su
rv

ey
 S

tu
dy

 i
n 

Ja
pa

n.

20
19

家
族

の
不

在
が

医
師

の
治

療
意

思
決

定
に

与
え

る
影

響
を

把
握

す
る

．
質

問
紙

調
査

（
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

）
医

師
45

4人

ヴ
ィ

ネ
ッ

ト
１

で
は

，
家

族
の

い
な

い
患

者
に

対
し

て
透

析
と

人
工

呼
吸

を
行

う
意

思
の

あ
る

医
師

は
有

意
に

少
な

か
っ

た
．

ヴ
ィ

ネ
ッ

ト
２

で
は

，
人

工
呼

吸
の

実
施

に
前

向
き

な
医

師
が

少
な

か
っ

た
．

ヴ
ィ

ネ
ッ

ト
３

で
は

，
家

族
の

い
な

い
患

者
に

対
し

て
，

創
傷

処
置

，
手

術
，

輸
血

，
バ

ソ
プ

レ
ッ

サ
ー

，
透

析
，

人
工

呼
吸

，
胸

部
圧

迫
を

行
う

意
思

の
あ

る
医

師
が

有
意

に
少

な
か

っ
た

．

佐
々

木
大

輔
介

護
老

人
保

健
施

設
に

お
け

る
ア

ド
バ

ン
ス

・
ケ

ア
・

プ
ラ

ン
ニ

ン
グ

の
試

み
20

19

介
護

老
人

保
健

施
設

（
老

健
）

に
お

け
る

A
CP

に
つ

い
て

家
族

の
意

向
に

限
定

し
て

検
討

し
，

A
CP

作
成

お
よ

び
実

施
の

資
料

を
得

る
．

質
問

紙
調

査
老

健
入

所
者

10
0

人
の

家
族

医
療

機
関

搬
送

希
望

33
人

，希
望

せ
ず

61
人

で
希

望
し

な
い

が
多

か
っ

た（
p<

0.0
1）

．
医

療
機

関
搬

送
希

望
，

希
望

せ
ず

の
２

群
（

未
定

を
除

く
）

で
希

望
の

有
無

の
カ

ッ
ト

オ
フ

と
な

る
年

齢
は

平
均

寿
命

程
度

の
87

歳
で

あ
っ

た
．

医
療

機
関

搬
送

希
望

せ
ず

群
は

希
望

群
よ

り
も

平
均

介
護

度
は

高
く

，
平

均
H

D
S－

R得
点

が
低

か
っ

た
（

p<
0.0

1）
．

ま
た

，
医

療
機

関
搬

送
希

望
せ

ず
群

は
心

肺
蘇

生
処

置
も

不
要

と
答

え
て

い
た

．
経

口
摂

取
不

能
の

場
合

は
胃

ろ
う

希
望

５
人

．
最

低
限

の
点

滴
の

み
で

よ
い

が
大

半
で

あ
っ

た
．

H
os

hi
no

 D
., 

W
at

an
ab

e 
Y

., 
E

da
hi

ro
 A

., 
et

 a
l.

A
ss

oc
ia

ti
on

 b
et

w
ee

n 
si

m
pl

e 
ev

al
ua

tio
n 

of
 e

at
in

g 
an

d 
sw

al
lo

w
in

g 
fu

nc
ti

on
 a

nd
 m

or
ta

lit
y 

am
on

g 
pa

tie
nt

s 
w

ith
 a

dv
an

ce
d 

de
m

en
tia

 
in

 n
u

rs
in

g
 h

om
es

: 
1-

y
ea

r 
pr

os
pe

ct
iv

e 
co

ho
rt

 s
tu

dy
.

20
20

日
本

の
介

護
施

設
に

入
所

し
て

い
る

進
行

し
た

認
知

症
患

者
に

お
い

て
，

摂
食

・
嚥

下
機

能
の

簡
易

評
価

と
１

年
死

亡
率

の
関

連
を

明
ら

か
に

す
る

．

コ
ホ

ー
ト

研
究

認
知

症
が

進
行

し
た

31
2人

の
入

居
者

参
加

者
の

平
均

年
齢

は
85

.2歳
で

，
79

.5％
が

女
性

で
あ

っ
た

．
１

年
後

の
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

で
は

，
70

名
の

患
者

が
死

亡
し

て
い

た
．

年
齢

，
男

性
，

脳
血

管
障

害
の

既
往

，
咬

筋
緊

張
の

触
診

結
果

不
良

，
修

正
水

嚥
下

テ
ス

ト
は

，
１

年
後

の
死

亡
率

と
有

意
に

関
連

し
て

い
た

．

O
b

a
 

H
.,

 
M

at
su

ok
a 

T
., 

K
at

o 
Y

., e
t a

l.

A
tt

it
ud

e 
to

w
ar

d 
de

m
en

ti
a 

an
d 

pr
ef

er
en

ce
s 

fo
r 

di
ag

no
si

s 
in

 
Ja

pa
ne

se
 h

ea
lth

 s
er

vi
ce

 c
on

su
m

er
s.

20
21

日
本

の
医

療
サ

ー
ビ

ス
利

用
者

を
対

象
に

，
認

知
症

に
対

す
る

意
識

と
診

断
に

対
す

る
嗜

好
を

調
査

す
る

．

質
問

紙
調

査
（

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
）

４
つ

の
病

院
の

診
療

科
外

来
を

受
診

し
た

患
者

ま
た

は
付

き
添

い
の

支
援

者
21

7人

最
も

恐
れ

て
い

る
病

気
は

「
が

ん
」（

43
.8％

），
次

い
で

「
認

知
症

」（
18

％
）

で
あ

っ
た

．
認

知
症

を
選

択
し

た
人

は
，最

も
恐

れ
て

い
る

理
由

と
し

て
，現

実
的

，感
情

的
，社

会
的

な
影

響
を

最
も

よ
く

挙
げ

て
い

た
．

ほ
ぼ

す
べ

て
の

参
加

者
が

，
認

知
症

の
診

断
を

で
き

る
だ

け
早

く
知

る
こ

と
を

希
望

し
て

お
り

，
認

知
症

の
診

断
を

で
き

る
だ

け
早

く
知

る
こ

と
を

希
望

す
る

配
偶

者
は

著
し

く
少

な
か

っ
た

．
平

均
す

る
と

，
日

本
人

の
18

.1
％

が
65

歳
ま

で
に

認
知

症
と

診
断

さ
れ

る
と

推
定

さ
れ

た
．

一
方

，
85

歳
ま

で
に

認
知

症
と

診
断

さ
れ

る
人

は
43

.7%
で

あ
る

こ
と

が
わ

か
っ

た
．
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著
者

タ
イ

ト
ル

発
行

年
目

的
方

法（
調

査
方

法
）

対
象

（
分

析
対

象
）

主
な

結
果

K
os

ak
a 

M
., 

M
iy

at
ak

e 
H

., 
K

ot
er

a 
Y

., 
et

 
al

.

T
he

 s
ur

vi
va

l 
ti

m
e 

of
 e

nd
-o

f-l
ife

 
ho

m
e 

ca
re

 p
at

ie
nt

s 
in

 F
uk

ui
 

pr
ef

ec
tu

re
, J

ap
an

: A
 r

et
ro

sp
ec

tiv
e 

ob
se

rv
at

io
na

l s
tu

dy
.

20
21

患
者

の
転

帰
を

明
ら

か
に

し
，

患
者

の
原

疾
患

に
着

目
し

て
在

宅
療

養
患

者
の

生
存

成
績

を
よ

り
よ

く
予

測
す

る
た

め
の

要
因

を
明

ら
か

に
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

た
，

資
料

調
査

20
17

年
ま

た
は

20
18

年
に

初
め

て
治

療
を

受
け

た
患

者
27

7人

30
日

後
，9

0日
後

，１
年

後
，３

年
後

の
生

存
率

は
，が

ん
患

者
で

そ
れ

ぞ
れ

64
.6％

，3
3.4

％
，9

.5％
，4

.1％
，

認
知

症
患

者
で

91
.9

％
，

86
.4

％
，

78
.1

％
，

47
.0

％
，

そ
の

他
の

神
経

・
脳

血
管

疾
患

患
者

で
91

.9
％

，
86

.4％
，

78
.1％

，
47

.0％
と

，
い

ず
れ

も
高

率
と

な
っ

た
．

が
ん

患
者

お
よ

び
高

齢
者

は
そ

れ
ぞ

れ
認

知
症

患
者

お
よ

び
若

年
者

よ
り

死
亡

す
る

確
率

が
有

意
に

高
か

っ
た

．

N
a

s
u

 
K

., 
F

uk
ah

or
i 

H
., 

M
iy

as
hi

ta
 M

.

L
on

g
‐

te
rm

 c
ar

e 
n

u
rs

es
' 

pe
rc

ep
ti

on
s 

of
 a

 g
oo

d 
de

at
h 

fo
r 

pe
op

le
 w

ith
 d

em
en

tia
: A

 q
ua

lit
at

iv
e 

de
sc

rip
tiv

e 
st

ud
y.

20
21

高
齢

者
を

対
象

と
し

た
長

期
介

護
環

境
に

お
い

て
，

看
護

師
が

考
え

る
認

知
症

患
者

の
「

良
い

死
」

に
つ

い
て

調
査

す
る

．

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

調
査

認
知

症
患

者
の

終
末

期
ケ

ア
に

携
わ

る
看

護
師

19
人

２
つ

の
テ

ー
マ

，（
１

）
曖

昧
さ

，（
２

）
心

構
え

，
が

明
ら

か
に

な
っ

た
．

参
加

者
は

，
Pw

D
の

良
い

死
に

は
曖

昧
さ

が
あ

る
と

認
識

し
，

Pw
D

を
取

り
巻

く
人

々
が

良
い

死
を

迎
え

る
た

め
の

準
備

を
す

る
必

要
性

を
強

調
し

た
．

準
備

と
し

て
は

，（
ａ

）
認

知
症

に
な

る
前

の
人

格
を

再
認

識
す

る
，（

ｂ
）

変
化

す
る

こ
と

を
尊

重
す

る
，（

ｃ
）

曖
昧

な
欲

求
・

感
情

・
感

覚
を

解
釈

し
満

た
す

，（
ｄ

）
合

意
し

た
自

然
死

の
プ

ロ
セ

ス
に

沿
っ

た
ケ

ア
を

行
う

，（
ｅ

）
関

係
を

保
つ

，
の

５
項

目
が

示
さ

れ
た

．

T
ak
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a 

S
., 

O
g

a
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Y
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., 
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C
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e 
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Po
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at
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 G
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om
es

 fo
r 
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s 

w
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 D
em

en
tia
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 J
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20
21

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
に

お
け

る
認

知
症

者
の

事
前

ケ
ア

プ
ラ

ン
実

施
に

関
す

る
イ

ン
ベ

ン
ト

リ
ー

を
作

成
し

，
イ

ン
ベ

ン
ト

リ
ー

の
実

施
と

入
居

者
の

死
の

質
と

の
関

連
を

検
討

す
る

．

質
問

紙
調

査

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
56

9施
設

の
管

理
者

と
介

護
支

援
専

門
員

新
た

に
開

発
し

た
イ

ン
ベ

ン
ト

リ
ー

の
複

合
ス

コ
ア

と
因

子
ス

コ
ア

は
Q

O
Lと

有
意

に
関

連
し

て
い

た
．

島
田

千
穂

・
平

山
亮

・
中

里
和

弘
ほ

か
認

知
症

の
人

は
将

来
を

い
か

に
語

る
か

20
21

不
確

か
な

将
来

を
想

定
し

て
初

期
認

知
症

の
人

が
自

分
の

意
思

や
考

え
を

ど
の

よ
う

に
語

る
の

か
を

明
ら

か
に

し
，

認
知

症
の

人
に

と
っ

て
意

味
あ

る
A

CP
の

方
法

を
検

討
す

る
．

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

調
査

初
期

認
知

症
の

本
人

と
通

院
に

同
行

し
た

家
族

18
人

各
参

加
者

の
将

来
の

語
り

の
特

徴
は

，「
衰

え
や

死
に

言
及

し
な

い
将

来
の

物
語

」
と

「
衰

え
や

死
を

組
み

込
ん

だ
将

来
の

物
語

」
の

大
き

く
２

つ
に

分
け

る
こ

と
が

で
き

た
．

衰
え

や
死

に
言

及
し

な
い

将
来

の
物

語
に

は
，

将
来

は
，

現
在

の
満

足
感

に
焦

点
化

し
て

現
状

の
継

続
を

希
望

す
る

語
り

と
，

将
来

を
達

観
し

た
語

り
が

得
ら

れ
た

．

N
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N
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 c
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 p
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20
22

在
宅

で
認

知
症

を
患

っ
て

い
る

個
人

の
事

前
ケ

ア
計

画
の

実
施

に
関

す
る

家
族

介
護

者
の

懸
念

を
調

査
す

る
．

質
問

紙
調

査
（

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
）

40
歳

以
上

で
あ

る
認

知
症

の
家

族
の

主
要

な
非

専
門

職
介

護
者

37
9人

15
5人

（
40

.9
％

）
が

愛
す

る
人

が
事

前
ケ

ア
計

画
を

開
始

し
た

と
報

告
し

，
う

ち
88

人
（

56
.8

％
）

に
介

護
専

門
家

が
事

前
ケ

ア
計

画
の

会
話

に
関

与
し

て
い

る
と

回
答

し
た

．
家

族
介

護
者

の
心

配
の

度
合

い
は

，
愛

す
る

人
が

事
前

ケ
ア

計
画

に
関

す
る

会
話

を
始

め
た

場
合

，
有

意
に

低
く

な
っ

て
い

た
．

認
知

症
患

者
と

そ
の

介
護

者
の

特
徴

を
調

整
し

た
結

果
，

心
理

的
幸

福
度

が
低

い
家

族
介

護
者

は
有

意
に

高
い

レ
ベ

ル
の

懸
念

を
示

し
た

．

S
h
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ro

ss
-se

ct
io

na
l s

tu
dy

.

20
22

患
者

の
延

命
治

療
に

対
す

る
在

宅
介

護
者

と
老

人
保

健
施

設
入

所
者

の
家

族
の

嗜
好

を
調

査
す

る
．

質
問

紙
調

査
在

宅
介

護
者

と
老

人
保

健
施

設
入

所
者

の
家

族
61

9人

延
命

治
療

の
選

択
は

，
在

宅
の

介
護

者
群

で
は

性
別

，
同

居
者

数
，

介
護

期
間

，
医

師
の

説
明

の
理

解
度

と
有

意
に

関
連

し
て

い
た

が
，

介
護

保
健

施
設

で
は

有
意

な
関

連
は

な
か

っ
た

．
さ

ら
に

，
PH

Q
 9

/S
F-

8 
ス

コ
ア

は
 延

命
治

療
の

選
択

と
有

意
な

関
連

を
示

さ
な

か
っ

た
．
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20
22

ケ
ア

ホ
ー

ム
で

の
終

末
期

ケ
ア

に
お

け
る

高
齢

者
の

人
工

水
分

補
給

・
栄

養
補

給
（

A
H

N
）

に
対

す
る

希
望

と
実

態
を

明
ら

か
に

す
る

．

資
料

調
査

ケ
ア

ホ
ー

ム
入

居
者

27
2人

事
前

指
示

書
で

は
「

経
口

摂
取

の
み

」（
59

.5％
）

が
最

も
多

く
，

次
い

で
「

点
滴

」（
32

.0％
），

「
集

中
法

」
（

8.5
％

）
を

希
望

し
て

い
た

．
27

2人
の

参
加

者
の

う
ち

90
人

が
事

前
指

示
書

を
２

回
作

成
し

，
83

.3
％

が
W

av
e1

か
ら

W
av

e2
ま

で
A

H
N

の
好

み
を

変
え

な
か

っ
た

．
20

20
年

末
ま

で
に

，
27

2人
の

う
ち

93
人

が
ケ

ア
ハ

ウ
ス

で
死

亡
し

た
．

A
H

N
は

，
48

.9％
（

経
口

摂
取

の
み

），
51

.4％
（

点
滴

注
入

），
55

.6％
（

集
中

法
）

で
そ

れ
ぞ

れ
高

齢
者

の
希

望
に

沿
っ

た
形

で
提

供
さ

れ
て

い
た

．

Le
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20
22

本
研

究
は

，
K

ist
le

r 
ら

に
よ

る
米

国
の

プ
ラ

イ
マ

リ
・

ケ
ア

臨
床

医
向

け
の

認
知

症
に

特
化

し
た

事
前

ケ
ア

プ
ラ

ン
の

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

・
ツ

ー
ル

キ
ッ

ト
を

日
本

語
に

翻
訳

す
る

に
あ

た
り

，
日

米
で

の
翻

案
上

の
課

題
に

つ
い

て
考

察
し

た
．

翻
案

事
例

の
調

査

事
前

ケ
ア

プ
ラ

ン
の

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

・
ツ

ー
ル

キ
ッ

ト
の

翻
案

作
業

認
知

症
に

特
化

し
た

ア
ド

バ
ン

ス
・

ケ
ア

・
プ

ラ
ン

ニ
ン

グ
研

修
ツ

ー
ル

キ
ッ

ト
の

翻
案

の
課

題
と

し
て

，
（

１
）

翻
訳

の
課

題
（

N
=4

2）
，（

２
）

認
知

症
患

者
の

た
め

の
医

療
制

度
の

違
い

（
N

=3
1）

，（
３

）
明

確
化

（
N

=2
8）

，（
４

）
医

療
用

語
の

違
い

（
N

=1
0）

の
４

点
が

見
出

さ
れ

た
．

翻
訳

の
課

題
に

つ
い

て
は

，
英

語
と

日
本

語
間

の
言

語
的

課
題

に
関

連
し

た
も

の
が

４
点

あ
げ

ら
れ

て
い

た
．

日
米

に
お

け
る

認
知

症
へ

の
医

療
制

度
の

違
い

に
起

因
す

る
課

題
に

つ
い

て
も

，
医

療
政

策
や

医
療

行
為

の
違

い
な

ど
，

４
点

あ
げ

ら
れ

て
い

た
．

明
確

化
に

つ
い

て
は

，
理

解
を

深
め

る
た

め
の

３
点

の
課

題
が

と
り

あ
げ

ら
れ

た
．

用
い

る
医

療
用

語
の

違
い

に
つ

い
て

は
，

最
も

課
題

の
頻

度
が

少
な

か
っ

た
．
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表２　研究結果の要約

カテゴ
リー サブカテゴリー コード内容

ク
ラ
イ
エ
ン
ト
・
シ
ス
テ
ム
×
ミ
ク
ロ
レ
ベ
ル

認知症高齢者の
状況（４）

①�認知症は，がんの次に恐れる病気と捉えられており，診断をできるだけ早く知ることを希望している（Oba 
et.al. 2021）．

②�終末期在宅療養者の生存期間について，認知症高齢者は，がん患者や高齢者よりも死亡率が低かった
（Kosaka et.al. 2021）．

③�初期認知症の語りの特徴には，「現在の満足感に焦点化して現状の継続を希望する」と「人生最期の希望
する場所や状態の言語化」の大きく２つある（島田ら 2021）．

④�家族に迷惑をかけたくないという思いがある（島田ら 2021）．

家族介護者の状
況（４）

⑤�介護者の半数以上が患者の延命治療への態度を把握していなかった（Shaku et.al. 2019）．

⑥�医師が適切に説明をしていない場合に，延命治療の選択が増加した（Shaku et.al. 2022）．

⑦�延命治療の選択は，家族の同居人数が多いほど減少し，介護期間が長いほど低くなった（Shaku et.al. 
2022）．

⑧�老健の場合，医療機関搬送を希望せず，心肺蘇生措置も不要，経口摂取不要の場合，最低限の点滴のみ
で良い（佐々木 2019）．

事 前 指 示 書 と
ACPの効果（４）

⑨�事前指示書がある場合，ACPを介しても特段に水分補給・栄養補給の意向に違いがなく，患者の意思が
反映されていた（Wada et.al. 2022）．

⑩�家族介護者にACPに関する懸念を尋ねたところ，認知症と診断されてからの時間が長いことと，心理的
幸福度が低いことの両方が，介護者の不安の高さと有意な関連性を示した（Nakanishi et.al. 2022）．

⑪�ケア専門家がACPに関与すると，家族の懸念が低くなった（Nakanishi et.al. 2022）．

⑫�ACPへの関心が高まるタイミングは，入所の必要性がある時である（Nakanishi et.al. 2022）．

ワ
ー
カ
ー
・
シ
ス
テ
ム
×
メ
ゾ
レ
ベ
ル

認知症高齢者と
ACPの 実 施 状
況（１）

⑬�SPICTにより，緩和ケアの必要性のある認知症高齢者がかりつけ医とACPについて話し合ったことがあ
るのは極わずかであった（Hamano et.al. 2018）．

認知症高齢者へ
のACPの 実 施
に関する専門職
等の認識（６）

⑭�家族介護者に実用的でわかりやすい情報を提供する（Hirakawa et.al. 2019）．

⑮�認知症診断とアセスメントに関する医師への教育（Hirakawa et.al. 2019）．

⑯�医療従事者間での情報共有（Hirakawa et al. 2019）．

⑰�高齢者と医療提供者の双方にACPに対する認識を高める必要性がある（Hirakawa et.al. 2019）．

⑱�患者の希望が反映されない状況であるため、認知症ケアチームを立ち上げることを望んでいる（Hirakawa 
et.al. 2017）．

⑲�認知症高齢者の意思決定を尊重する方法として、ACPを臨床現場で体系的に実施できることが期待され
ていた（Hirakawa et.al. 2017）．

ACPの 実 施 に
よって期待され
ること（４）

⑳�認知症高齢者等の終末期の希望が表明できるよう，情報提供と対話を行うことは，QOD（死の質）との
関連が高い（Takada et.al. 2021）．

��認知症高齢者等が終末期の希望を表明できなくなった場合の準備が行える（Takada et.al. 2021）．

��認知症高齢者に配慮した意思表示を促す工夫が行える（Takada et.al. 2021）．

ACPの 実 施 に
おける課題（１）

��アメリカのACP研修ツールキットを，日本で活用するためには，翻訳上の課題と医療制度の法的な違い
を踏まえて，当事者とコミュニケーションを図る必要がある（Donne et.al. 2022）．
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件の研究結果の要約を示した．23コード，７サ
ブカテゴリー，２カテゴリーが生成された．な
お，カテゴリーを【　】，サブカテゴリーを［　］，
コードを〈　〉で表した．各コードの文頭には，
各コードの通し番号を示す丸数字を置いた．

（�１）【クライエント・システム×ミクロレベ

ル】の要約結果

　【クライエント・システム×ミクロレベル】は，
３サブカテゴリー，①～⑫の12コードとなった．

研究結果の要約からは除外した．また，ワー
カー・システム×ミクロレベルと，クライエン
ト・システム×メゾレベルは分類件数が少ない
ことから，質的記述的研究に基づく要約・コー
ド化の対象からは除外した．

３�．ソーシャルワーク実践モデルを活用した認

知症高齢者対象のACP研究の要約

　表２に，クライエント・システム×ミクロレ
ベル８件，ワーカー・システム×メゾレベル５
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の最終段階で治療やケアの希望を持っているも
表明されない傾向にあり，家族介護者の介護や
生活状況が延命治療の選択に影響すること，
ACPは認知症高齢者本人，家族の意向に応え
ることができる効果があることが示された．

（�２）【ワーカー・システム×メゾレベル】の

要約結果

　【ワーカー・システム×メゾレベル】は，４
サブカテゴリー，⑬～�の11コードとなった．
１）［認知症高齢者とACPの実施状況］

　〈SPICT ２）により，緩和ケアの必要性のある
高齢者がかかりつけ医とACPについて話し
合ったことがあるのは少数（⑬）〉であった
（Hamano et al．2018）．この結果は，かかり
つけ医がACPを積極的に取り入れていないこ
とを示しており，より慎重に緩和ケアアプロー
チを行うべきであることが指摘されていた．
２�）［認知症高齢者へのACPの実施に関する専

門職等の認識］

　地域に根ざした認知症高齢者への統合的アプ
ローチを成功させる重要な課題として，〈家族
介護者に実用的でわかりやすい情報を提供する
（⑭）〉こと，〈認知症の診断とアセスメントに
関する医師への教育（⑮）〉，〈医療従事者間で
の個々の認知症高齢者のケアに関する情報の共
有（⑯）〉，〈高齢者と医療提供者の双方にACP
に対する認識を高める（⑰）〉こと（Hirakawa 
et al．2019），〈患者の希望が反映されない状況
であるため，認知症ケアチームを立ち上げるこ
と を 望 ん で い る（ ⑱ ）〉 こ と（Hirakawa et 
al．2017）が示された．よって，専門職等は，〈認
知症高齢者の意思決定を尊重する方法として，
ACPを臨床現場で体系的に実施できることを
期待（⑲）〉していた（Hirakawa et al．2017）．
３）［ACPの実施によって期待されること］

　〈認知症高齢者等の終末期の希望が表明でき
るよう，情報提供と対話を行うことは，QOD（死
の質）との関連が高い（⑳）〉ことが示された
（Takada et al．2021）．ACP実践によって期
待されることは，〈終末期の希望を表明できな
くなった場合の準備（�）〉と，認知症高齢者

１）［認知症高齢者の状況］

　〈認知症は，がんの次に恐れる病気（①）〉と
して捉えられており，〈認知症である診断をで
きるだけ早く知ることを希望（①）〉している
ことや（Oba et al．2021），〈家族に迷惑をか
けたくない（④）〉という心情を抱えている（島
田ら 2021）ことが示された．また，認知症高
齢者の特徴として，〈がん患者や高齢者よりも
死亡率が低い（②）〉ことや（Kosaka et al．
2021），初期の認知症の語りとして，〈「現在の
満足感に焦点化して現状の継続を希望する」と
「人生最期の希望する場所や状態の言語化」
（③）〉の大きく２つあること（島田ら 2021）
が示された．
２）［家族介護者の状況］

　家族介護者の半数以上が患者の〈延命治療へ
の態度を把握していない状況（⑤）〉（Shaku et 
al．2019）が示された．また，家族介護者の選
択として，〈医師が適切に説明をしていない場
合に，延命治療の選択が増加（⑥）〉し，〈家族
の同居人数が多く，介護期間が長いほど延命治
療への選択が減少（⑦）〉する特徴が示された
（Shaku et al．2019）．さらに，介護老人保健
施設に入所している場合，〈医療機関搬送を希
望せず，心肺蘇生措置も不要，経口摂取不要の
場合，最低限の点滴のみで良い（⑧）〉（佐々木 
2019）という，生活する環境要件による選択の
特徴が示された．
３）［事前指示書とACPの効果］

　〈認知症と診断されてからの時間が長いこと
と，心理的幸福度が低いことの両方が，介護者
の不安の高さと有意な関連性を示す（⑩）〉も，
〈ケア専門家がACPに関与すると，家族介護
者の懸念が低く（⑪）〉なり，家族の精神的負
担を軽減できる効果があること（Nakanishi et 
al．2022）が示された．また，事前指示書や
ACPを介すことにより，〈治療・ケアに患者の
意思が反映されたこと（⑨）〉が示され（Wada 
et al．2022），〈ACPへの関心が高まるタイミ
ングは，入所の必要性がある時点（⑫）〉とい
う報告もあった（Nakanishi et al．2022）．
　これらをまとめると，認知症高齢者は，人生

− 45 −



日本社会福祉学会中国・四国ブロック　第12号　2025.1

は，人生の最終段階の意向が十分に表出・反映
されていないことが考えられる．
　家族介護者は，人生の最終段階において代理
意思決定者として重要（牧野 2020）であるも，
家族介護者の半数以上が患者の〈延命治療への
態度を把握していない状況（⑤）〉が示された．
牧原ら（2023）は，代理意思決定を経験した家
族の心理的負担の大きさを明らかにしている．
これらは，先行研究において認知症に関する知
識の無さ（塩﨑ら 2020）や，意思が不明であ
ること（竹森 2021）等が要因とされており，
家族介護者が事前に認知症高齢者の意向を共有
する機会を設ける必要性を示唆している．ま
た，〈医師が適切に説明をしていない場合に，
延命治療の選択が増加（⑥）〉する傾向にある
ことや，治療の説明と質疑，医療従事者への不
信感が代理意思決定の後悔に影響する（塩﨑 
2017）ことから，専門職がACPに関与する際
のコミュニケーションスキル不足が本来の意向
とは異なる意思決定や，決定に対する迷いにつ
ながることが指摘されている．医療従事者の説
明スキルを高め，意思決定プロセスの中で専門
職との信頼関係の構築を図る必要がある．認知
症高齢者と家族介護者に対するACPの効果に
ついて，〈認知症と診断されてからの時間が長
いことと，心理的幸福度が低いことの両方が，
介護者の不安の高さと有意な関連性を示す
（⑩）〉結果となったが，ケア専門職がACPに
関与すると，家族の不安が低くなっていた．こ
うしたACPの実践は，認知症高齢者とその家
族介護者の課題の解決につながる効果があるこ
とが示唆された．

２．専門職団体等のACPの意識に関する考察

　専門職団体の認識として，ACPは積極的に
取り入れられていない（Hamano et al．2018）
ものの，医師への教育（⑮），情報の共有（⑯），
認知症高齢者と医療従事者の認識を高める
（⑰）必要性が明らかにされた．その上で，認
知症高齢者が終末期の希望を表明できるよう，
〈情報提供と対話を行うこと（⑳）〉で，認知
症高齢者に配慮した〈意思表示を促す工夫

に配慮した〈意思表示を促す工夫（�）〉を行
えることである（Takada et al．2021）．
４）［ACPの実施における課題］

　ACP実施における課題として，〈アメリカの
ACP研修ツールキットを，日本で活用するた
めには，翻訳上の課題と医療制度の法的な違い
を理解した上で，当事者とコミュニケーション
を図る必要がある（�）〉（Le Donne et al．
2022）．
　これらをまとめると，医師がACPを積極的
に取り入れていない状況を指摘する知見がある
一方で，地域に根ざした認知症高齢者への統合
的アプローチを成功させるための課題の整理が
行われていた．ACP実践には，終末期の希望
を表明できなくなった場合の準備と，認知症高
齢者に配慮した意思表示を促す工夫が期待され
ていた．

Ⅳ．考察

　本研究の目的は，石川（2019）の枠組みを用
いて，認知症高齢者対象のACP実践の知見を，
ソーシャルワーク実践モデルの視点から体系的
に整理し，これまでの実践内容と今後の実践課
題を明らかにすることとした．本研究で得られ
た結果を，次の２点から考察する．

１�．認知症高齢者と家族介護者の特徴に関する

考察

　本研究では，〈認知症は，がんの次に恐れる
病気（①）〉として，〈認知症である診断をでき
るだけ早く知ることを希望（①）〉している等，
認知症高齢者自身が認知症とその診断に抱く心
情の特徴が示された．また，〈家族に迷惑をか
けたくない（④）〉という心情を抱えているこ
とから，将来に対する意向があるものの，表出
されない傾向にあることが考えられた．日本財
団（2021）の調査では，「死期が迫り人生の最
期をどこで迎えたいかを考える際に，あなたに
とって重要だと思うことは何ですか」という問
いに対して，「家族等の負担にならないこと」
の回答が約９割であった．特に認知症高齢者
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的に担っている介護支援専門員やソーシャル
ワーカーによる認知症高齢者を対象とした
ACP実践について，各実践の目的に関する知
見も積み上げていく必要性があると思われる．

３．本研究の限界と今後の展望

　本研究の限界として，本研究は公表された文
献を対象に行った文献研究であり，現在の医
療・福祉現場におけるACP実践の状況を十分
に把握・反映できているとはいえない．また使
用した文献のデータベースでは制度・政策に関
する文献を抽出できなかったことから，本研究
の結果からはACP実践におけるマクロシステ
ムの知見を十分に反映できなかった．そのた
め，本研究の知見はミクロ・メゾシステムに限
定的であるといえる．今後，ACP実践のマク
ロレベルに関する検討に視野を広げるととも
に，認知症高齢者へのACP実践を通して，
ACPにおけるソーシャルワーク機能の確認な
どに取り組んでいくことが課題である．

付記

　本研究は日本社会福祉学会第71回秋季大会で
の発表内容に，大幅な加筆・修正を加えたもの
である．

注
１）マクロレベルに該当する文献はなかったので，

掲載から除外した．

２）SPICT（Supportive and Palliative Care 

Indicator Tool）は，緩和ケア・アプローチの必

要な非がん患者を同定するツール（浜野 2016）

である．
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A Literature Review on Advance Care Planning 
Utilizing the Social Work Practice Model for Older Adults with Dementia

Takuya MAKIHARA　Ayumi OCHI　Tatsuya HOSOBA

−Abstract−
　Reflecting the wishes of the patient in selecting medical treatment and care in the final stage of life 
is a major issue in supporting the elderly with dementia. The purpose of this study was to 
systematically organize the knowledge of advance care planning （ACP） practice for the elderly with 
dementia from the perspective of the social work practice model, and to clarify the content of past 
practice and future practice issues. The following findings were obtained from the literature review. 
（1） Although family caregivers’care and living conditions influence the choice of life-prolonging 
treatment and care in the final stage of life more than the patient’s own, ACP practice might be able 
to meet the patient’s intentions. （2） ACP practice was expected to prepare for the case when an 
elderly person became unable to express his/her will in the final stage of life, and to devise ways to 
understand the will of the elderly person with dementia. In the discussion, the necessity for care 
managers and social workers to actively practice ACP with elderly persons with dementia and to 
accumulate knowledge so that they could better understand the wishes of the person with dementia 
was discussed.

Key words：�advance care planning，older adults with dementia，social work practice model，
decision-making support，the final stage of life
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◆　編集委員長　高杉　公人（公立大学法人新見公立大学　健康科学部地域福祉学科）

■　編集後記　■

　「中国・四国社会福祉研究第12号」をお届けします。今年度より、中国・四国ブロック機関
誌の編集委員会を正式に組織化して、査読・編集体制を強化しました。その結果、少し昨年
度より発刊を早めることができました。今まで研究倫理の厳格化に伴い、丁寧で厳密な査読
作業が必要になったことから、ふさわしい査読者の選定に時間がかかるという問題が発生し
ておりました。第12号では、編集委員を通じて以前よりスピーディーに多くの先生方に依頼や
査読原稿のやり取りをすることが可能になった結果、早めの発刊に至ったと推察しておりま
す。ご多忙にも関わらず、投稿論文の査読を引き受けて頂いた先生方に厚く御礼申し上げます。
　「中国・四国社会福祉研究第12号」では、2023年７月８日（土）に実施された「日本社会
福祉学会中国・四国地域ブロック第54回島根大会」の基調講演録を掲載しております。大会
では、島根県立大学の田中輝美先生に「人口減少時代の地域再生」というテーマでお話し頂
きました。田中先生は、島根県で山陰中央新報社の記者を経て独立し、「ローカルジャーナ
リスト」として島根県内の地域創生の事例を取材してこられました。そして、様々な地域で
「関係人口」を作り出すキーパーソンと出会われ、その意義を研究者として追求されて「関
係人口の社会学」という本を執筆されました。この基調講演では、その本の内容をベースと
して、「関係人口とは何か」や「関係人口の定義」、そして「関係人口と地域再生」等につい
て島根県隠岐郡海士町や江津市の事例を交えて分かり易くご説明頂きました。日本社会福祉
学会中国四国ブロックとしても、人口減少が進む中国・四国地域において「関係人口」の増
加を目指した実践により目を向けることで、今までブロックの特定課題研究のテーマとして
追求してきた「福祉人材確保」等について異なる視点から研究できるのではないかと気付か
されました。
　「中国・四国社会福祉研究」では、中国・四国地域の特徴的な社会福祉課題（特定課題）
に関する研究を推奨しております。論文の投稿を考えておられる方は、毎年行われるブロッ
ク大会に参加して研究発表の機会を持ち、同様の研究を行っている研究者と積極的に交流し
て頂くことで更に自身の研究を深化・発展させた上で、研究をまとめて論文として積極的に
機関誌に投稿して頂けると有難いです。

� （高杉　公人）
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